
令 和 ７ 年 度 第 １ 回 岩 手 県 子 ど も ・ 子 育 て 会 議 

 

 

日 時 ： 令和７年９月 17 日（水）14：00 ～ 16：00 

場 所 ： エスポワールいわて ２階大中ホール 

 

 

次 第 

 

１ 開 会 

 

２ あいさつ 

 

３ 議 題 

（１）いわて子どもプラン（2020～2024）等の実施状況（令和６年度）について 

（２）岩手県子ども・子育て支援事業支援計画（2025～2029）の見直しについて 

（３）部会委員の指名について 

（４）こども・若者からの意見聴取の取組について  

（５）ライフステージに応じたライフデザイン支援の取組について 

 

４ その他 

 

５ 閉 会 



 



区分 分野 所属団体 職名 備考

保育所
保護者 かがの・ohana保育園２H会 藤村　聖 欠席

幼稚園
保護者 岩手県私立幼稚園・認定こども園ＰＴＡ連合会 会長 日野岳　史乗 新任

小・中学生
保護者 一般社団法人岩手県ＰＴＡ連合会 副会長 山口　真樹

保育
社会福祉法人岩手県社会福祉協議会・保育
協議会

会長 稲田　泰文

日本保育協会岩手県支部 支部長 芳賀　カンナ

岩手県私立保育連盟
会長
(副会長)

髙橋　学
(遠藤　武敬)

代理

教育 岩手県国公立幼稚園・こども園協議会 副会長 山本　ゆかり

岩手県私立幼稚園・認定こども園連合会 会長 今西　界雄

子育て支援 認定ＮＰＯ法人いわて子育てネット 事務局長 千田　志保

社会福祉法人岩手県社会福祉事業団
常務理事兼事務局
長

藤澤　良志

健全育成 岩手県学童保育連絡協議会 事務局次長 橋本　有紀

社会福祉法人岩手県社会福祉協議会岩手県
児童館・放課後児童クラブ協議会

副会長
(副会長)

長﨑　由紀
(桑原　良幸)

代理

福祉 岩手県民生委員児童委員協議会 副会長 ○ 米田　ハツエ

岩手県児童養護施設協議会 会長 佐藤　孝

岩手県母子寡婦福祉連合会 副会長 米田　千賀子

大学 岩手県立大学社会福祉学部 副学長 髙橋　聡 欠席

盛岡大学短期大学部 教授 ◎ 大塚　健樹

行政 花巻市健康福祉部こども課 課長 松原　弘明 欠席

普代村保健センター 所長 松葉　修志 欠席・新任

教育 岩手県小学校長会 専門委員 内田　留美子 新任

岩手県中学校長会 常任理事 佐々木　秀毅 新任

保健医療 岩手県医師会 常任理事 金濱　誠己

岩手県医師会 常任理事 吉田　耕太郎

労働 岩手経済同友会
専務理事・
事務局長

中島　勝志 欠席

日本労働組合総連合会岩手県連合会 事務局長 鈴木　圭 欠席

報道 株式会社岩手めんこいテレビ
総務局総務部　副
部長

津野　牧子

公募 髙橋　友妃子

◎：　会長　　○：　副会長

その他知事が
必要と認める
もの

令和７年度第１回岩手県子ども・子育て会議　出席者名簿

任期：　令和７年11月30日

子どもの
保護者

子ども・
子育て支援
事業者

学識経験者

委員



【事務局】

部局名 課室名 職　名 氏　名

企画理事兼保健福祉部長 野原　勝

室長 前川　貴美子

特命参事兼次世代育成課長 高橋　正志

子ども家庭担当課長 金野　昇

子育て支援担当課長 才川　拓美

特命課長（少子化対策） 菅原　孝明

主任主査 目時　麻由

主査 藤村　翔

主任 坂本　瑞歩

主事 小田島　宇

【関係室課】

部局名 課室名 職　名 氏　名

復興防災部 復興危機管理室 特命参事兼企画課長 山本　洋樹

ふるさと振興企画室 企画課長 兼平　龍太朗

学事振興課 主任 佐藤　智哉

環境生活企画室 企画課長 吉田　知教

県民くらしの安全課 主査 晴山　久美子

保健福祉企画室 主査 金田一　勉

健康国保課 主任主査 森外　絵美

地域福祉課 主事 白濱　新

障がい保健福祉課 主査 石田　俊幸

医療政策室 医務主幹 神田　悟

商工企画室 企画課長 齋藤　深雪

定住推進・雇用労働室 労働課長 菅原　俊樹

県土整備企画室 企画課長 石川　大洋

建築住宅課 主査 米澤　泉

教育企画室 主任主査 女鹿　光介

学校教育室 学校企画調整担当課長 高橋　裕美

保健体育課 主幹兼保健体育担当課長 粒來　幸次

生涯学習文化財課 主任指導主事 阿部　勲寿

警察本部 警務課 企画係長 佐藤　敦

教育委員会事務局

保健福祉部
子ども子育て支援室

ふるさと振興部

環境生活部

保健福祉部

商工労働観光部

県土整備部



○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

日野岳　委員
桑原　副会長
（長﨑委員代理）

山口　委員

令和７年度第１回岩手県子ども・子育て会議　座席表

日時：　令和７年９月17日（水） 14：00～16：00

場所：　エスポワールいわて　２階大中ホール

○

大塚会長

内田　委員

山本　委員 佐々木　委員

米田(ハ)　委員

稲田　委員 佐藤　委員

芳賀　委員 米田(千)　委員

遠藤　副会長
（髙橋委員代理）

橋本　委員 髙橋　委員

○
 

○
 

○

津野　委員

事務局

金濱　委員

（
出
入
口

）

千田　委員 吉田　委員

○
 

○
 

○

藤澤　委員

○
 

○
 

○ 傍
聴
席
・
記
者
席

今西　委員

○　　　　　○　　　　　○　　　　　○　　　　　○　　　　　○　　　　　○　　　　　○

○　　　　　●　　　　　○　　　　　●　　　　　●　　　　　○　　　　　○　　　　　●

○　　　　　●　　　　　●　　　　　●　　　　　●　　　　　●　　　　　○

○　　　　　○　　　　　●　　　　　●　　　　　○　　　　　○　　　　　○　　　　　○

子ども

家庭担

当課長

部長 室長特命参事 子育て

支援担

当課長

特命課長 事務局

環境生活部（２）

保健福祉部

商工労働観光部（２）県土整備部（２）

教育委員会事務局（４）

警察本部（１）

事務局

復興防災部（１）

ふるさと振興部（２）

事務局事務局



 



○岩手県子ども・子育て会議条例 

（平成 25 年 10 月 18 日条例第 69 号） 

 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号。以下「法」という。）第 72 条第４項及び就学前の子ど

もに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18年法律第 77号）第 25条の規定に

基づき、岩手県子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を置く。 

一部改正〔平成 26 年条例 102 号・令和５年 20 号〕 

（組織） 

第２条 子ども・子育て会議は、委員30人以内をもって組織し、委員は、次に掲げる者のうちから知事が任命

する。 

(１) 子ども（法第６条第１項に規定する子どもをいう。）の保護者（同条第２項に規定する保護者をいう。） 

(２) 子ども・子育て支援（法第７条第１項に規定する子ども・子育て支援をいう。次号において同じ。）に関す

る事業に従事する者 

(３) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

(４) 前３号に掲げる者のほか、知事が必要と認める者 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第３条 子ども・子育て会議に、会長及び副会長１人を置き、委員の互選とする。 

２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第４条 子ども・子育て会議は、会長が招集する。 

２ 子ども・子育て会議は、委員の過半数の出席がなければ議事を開き、議決することができない。 

３ 子ども・子育て会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

（部会） 

第５条 子ども・子育て会議に、部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長の指名する委員をもって組織する。 

３ 子ども・子育て会議は、その定めるところにより、部会の議決をもって子ども・子育て会議の議決とするこ

とができる。 

４ 前２条の規定は、部会について準用する。 

（意見の聴取） 

第６条 子ども・子育て会議は、必要に応じて専門的知識を有する者の出席を求め、その意見を聴くことがで

きる。 

 

 



 

（庶務） 

第７条 子ども・子育て会議の庶務は、保健福祉部において処理する。 

（補則） 

第８条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項は、会長が子ども・子育

て会議に諮って定める。 

 

附 則 

この条例は、平成 25 年 11 月１日から施行する。 

附 則（平成 26 年 10 月 20 日条例第 102 号） 

１  この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改

正する法律（平成 24年法律第 66号。以下「改正法」という。）の施行の日から施行する。ただし、次項の規

定は、公布の日から施行する。 

２  岩手県子ども・子育て会議は、この条例の施行の日前においても、改正法による改正後の就学前の子

どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18年法律第 77号）第 25条の規定

による調査審議（同法第 17 条第３項に係るものに限る。）を行うことができる。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 



いわて子どもプラン(2020～2024)の

実施状況(令和６年度)

資料No.1－1



１ プランの概要等

• いわての子どもを健やかに育む条例（平成27年岩手県条例第30号。以下「条例」という。）第11条に基づき、子ども・子育て支援に関
する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための「子ども・子育て支援に関する基本的な計画」として策定するもの。

• 本計画の策定に当たっては、条例第３条の基本理念を基本的な考え方としているもの。

① 子どもの権利を尊重し、その最善の利益を考慮して行われなければならない。
② 結婚や出産は個人の決定に基づくものであることを基本としつつ、結婚、妊娠、出産及び子育ての各段階に応じて、切れ目なく行わ

れなければならない。
③ 県、市町村、保護者、子ども・子育て支援機関等、事業主及び県民が適切な役割分担の下に、相互に連携し、及び協力することによ

り行われなければならない。

（１）基本的な考え方 ※ 旧プラン・新プラン共通

いわて子どもプラン（2020～2024） いわてこどもプラン（2025～2029）

1

• いわて県民計画（2019～2028）の「長期ビジョン」及び第２期アクションプラン「政策推進プラン」、「復興推進プラン」等における基
本的な考え方や政策推進の基本方向等を踏まえ、一体的に推進していくもの。

（２）プランの概要

計画期間 • 令和２年度から令和６年度までの
５年間

• 令和７年度から令和11年度までの５年間

目指す姿 • 社会全体で県民の結婚、妊娠、出
産及び子育てを支え、誰もが子ど
もを健やかに育てやすいと実感で
きるいわて

• 県民一人ひとりの個性や多様性が尊重され、その中でこどもが愛情を感じ、大
切にされていることを実感できるいわて

• こどもが大人と対等の個人として信頼され、社会の一員として参画できるいわ
て

• 社会全体で県民の結婚、妊娠、出産及び子育てを支え、ライフステージに応じ
た切れ目ない支援により、誰もがこどもをすこやかに育みやすく、こどもが幸
せに育つことができるいわて

目指す姿指標 • 合計特殊出生率
• 共働き世帯の男性の家事時間割合
• 総実労働時間

• 合計特殊出生率
• 共働き世帯の男性の家事時間割合
• 総実労働時間
• 自己肯定感を持つ児童生徒の割合

条例の基本理念



（２）プランの概要（続き）

2

推進する
施策

① 子どもの健やかな成長を支援する
② 子育て家庭を支援する
③ 子どもを生む世代が安心できる環境をつ

くる
④ 東日本大震災津波からの復興を推進する

① こども・若者の権利を保障し、最善の利益を図る
② こどもの将来にわたるスタートのための支援を推進する（誕生前から幼

少期まで）
③ こどもの健やかな成長を支援する（学童期・思春期）
④ 健全で自立したこどもを育み、若者の活躍を支援する（青年期）
⑤ 困難な状況に置かれているこども、子育て世帯を支援する
⑥ こども・家族が健やかに暮らせる社会環境づくりを推進する
⑦ 東日本大震災津波や様々な逆境的体験の影響を受けたこどもや保護者を

支援する

関係計画
との関係

次の計画等のマスタープランとし、これら
の重要な柱となる施策等を反映し、策定

• 次世代育成支援対策推進法に基づく「都
道府県行動計画」

• こどもの貧困の解消に向けた対策の推進
に関する法律に基づく「都道府県計画」

• 母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく
「ひとり親家庭等自立促進計画」

これまで別々に作成・推進されてきた次の５つの計画を統合し、一体的に
策定

• こども基本法に基づく「都道府県こども計画」
• 次世代育成支援対策推進法に基づく「都道府県行動計画」
• 子ども・若者育成支援推進法に基づく｢都道府県子ども・若者計画｣
• こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律に基づく「都道府

県計画」
• 母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づく「ひとり親家庭等自立促進計

画」

計画の推進 「岩手県子ども・子育て会議」等の場を通
じて県民の意向を反映させるとともに、市
町村や学校、民間団体、関係団体等との緊
密な連携を図る。

• 「岩手県子ども・子育て会議」、「岩手県青少年問題協議会」 等の場
を通じて、年齢及び発達の過程に応じてこどもを含めた県民の意向を反
映させるとともに、国や市町村、関係団体等との緊密な連携を図る。

実施状況
の公表

計画の進捗状況については、毎年度、指標
の達成状況、具体的な推進方策の取組状況
を取りまとめ、公表する。

• 計画の実施状況については、毎年度、前年度の実施状況を取りまとめ、
公表する。

いわて子どもプラン（2020～2024） いわてこどもプラン（2025～2029）

１ プランの概要等（続き）



モチーフの岩手山を「いわて」の文字で表現し、遊び心、岩手のア
ピール、岩手県が母子健康手帳を持つ親に寄り添うという意味を込
めてデザインしました。

生まれてきた赤ちゃんが岩手のものをたくさん食べて一人前に成長
して欲しいという願いをデザインに落とし込みました。

岩手を代表する動物のニホンカモシカをモチーフにして、親子どちら
も元気に過ごしてほしいという意味を込めてデザインしました。

岩手に生まれた赤ちゃんが元気に育ってほしいなと考えながら赤
ちゃんを描きました。

赤ちゃんと岩手名産のりんごを描き、どちらも岩手の大切な宝物とい
うことを表現しました。 3

【参考】いわてこどもプラン（2025～2029）の表紙等デザイン

• 母子健康手帳の作成に当たり、令和６年度に MCL盛岡
情報ビジネス＆デザイン専門学校の学生から表紙等の
デザインを制作いただいたもの。

• そのデザインの一部を「いわてこどもプラン（2025～
2029）」の表紙・裏表紙にも使用させていただいたも
の。

お母さんもお父さんも持てるように、こどもだけのイラストで「健やか」
「わんぱく」「やさしさ」をイメージして作りました。また「チャグチャグ馬
コ」の木馬で岩手らしさを意識しました。

お母さんと赤ちゃんが寄り添っている暖かさを表現するために、暖色
を使って仲良く寄り添う鳥の親子を描きました。

魔除けや「元気に育つように」と言ったお守りの意味を持つ犬張子
（いぬはりこ）を描きました。

岩手県の県鳥であるキジをモチーフとし、親しみを持ちやすくなるよう
なデザインをしました。

赤ちゃんの見る世界はいろいろなものが大きく映ると思うので、岩手
の名物のイラストがデザインされたお椀を赤ちゃんのサイズよりも大
きくしました。

表紙（１）取組の概要

（２）デザインに込められた思い

 母子健康手帳（学生デザイン版）

裏表紙
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２ いわて子どもプラン（2020～2024）の実施状況（目指す姿指標・推進する施策別）

推進する施策 達成度Ａ 達成度Ｂ 達成度Ｃ 達成度Ｄ 合計（※）

（１）子どもの健やかな成長を支援する
27

（50.9％）
18

（34.0％）
3

（5.7％）
5

（9.4％）
53

（２）子育て家庭を支援する
15

（62.5％）
3

（12.5％）
4

（16.7％）
2

（8.3％）
24

（３）子どもを産む世代が安心できる環境をつくる
5

（55.6％）
1

（11.1％）
1

（11.1％）
2

（22.2％）
9

合 計
47

（54.7％）
22

（25.6％）
8

（9.3％）
9

（10.5％）
86

• 取組の達成度を測るため、「推進する施策」を構成する具体の取組について計93指標を設定しており、判定区分に基づき
令和６年度の取組の実績を測定したところ、86 指標（※）のうち、「達成（A）」は 47（54.7％）、「概ね達成(B)」は
22（25.6％）、「やや遅れ(C)」は 8（9.3％）、「遅れ(D)」は 9（10.5％）となりました。

【達成(A)】目標達成度 100％以上 【概ね達成(B)】目標達成度 80％以上・100％未満
【やや遅れ(C)】目標達成度 60％以上・80％未満 【遅れ(D)】目標達成度 60％未満

目指す姿指標
現状値
（R3）

目標値
（R6）

実績値
（R6）

特記事項

① 合計特殊出生率 1.30 1.42 1.09
• 若い女性の社会減、出会いの機会の減少、仕事と子育ての両立の難しさ、

子育てや教育に係る費用負担等の複合的な要因により、出生数が減少し
たため、上昇には至りませんでした。

② 男性の家事時間割合（％） 39.2 45.0 42.6
• 令和５年度より男性の家事時間は増加しましたが、女性の家事時間がよ

り増加したことから、男性の家事時間割合は減少しました。

③ 総実労働時間（時間） 1,761.6 1,684.4 1,729.2

• 全国では総実労働時間が微増している中、本県は、働き方改革の取組等
により毎年減少し、全国水準との差も縮まりつつあるものの、全国と比
較して所定内労働時間が長いことや、賃金水準が低くパートタイム労働
者等の労働時間が長いことなどを背景に、大幅な労働時間の減少には至
りませんでした。

※ 推進する施策別(1)未確定５指標、(2)未確定１指標、(3)未確定１指標の計７指標を除く。

（１）目指す姿指標の状況

（２）推進する施策別の状況

＜指標達成度の判定区分＞
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３ いわて子どもプラン（2020～2024）の実施状況（施策別の主な取組実績）（続き）

（１）子どもの健やかな成長を支援する

① 主な取組実績

 子どもの居場所の拡大

「岩手県子どもの幸せ応援計画（2020～2024）」に基づき、「子どもの居場所ネットワークいわて」を通じた、子どもの
居場所の立ち上げ等を行う団体への支援や、開設者向けの研修会の実施

 生活困窮世帯等の子どもに対する学習支援、保護者も含めた生活習慣・育成環境の改善
 就労・生活の総合的な相談支援や関係機関の連携体制の構築

「ひとり親家庭等自立促進計画」に基づく、「ひとり親家庭等就業・自立支援センター」による総合的支援、市町村・Ｎ
ＰＯ等で構成する「岩手県ひとり親家庭等サポートネットワーク会議」の開催

 児童虐待防止対策

「児童虐待防止アクションプラン（2021-2025）」に基づく、市町村及び児童相談所の対応力向上のための研修の実施、警
察との連携強化、広報啓発活動の実施

＜【概ね達成(B)】以上の割合： 約 84.9％＞

② 令和６年度実績が目標達成度80％未満の主な指標とその理由

 里親登録組数
里親制度の普及啓発活動、里親希望者への説明会や登録前研修の実施に取組んだことにより、新規登録数は増加しました

が、高齢化等により登録を消除する里親が多くなり、登録組数が減少したため。
 学校が楽しいと思う（学校に満足している）児童生徒の割合【小・中】
学校生活満足度を高めるため、魅力ある学校づくりを目指し、各学校及び学校区において創意工夫をいかした取組を推進

しましたが、子どもたちの多様化が進み、様々な困難や課題を抱える児童生徒が増える中、「魅力ある学校づくり」の具体
的な手立てなどを行うことに困難さが生じ、伸び悩んだため。
 自分の住む地域が好きだと思っている児童生徒の割合【小・中】
郷土を愛し、復興・発展を支える「いわての復興教育」などを推進しましたが、少子化により、地域活動等の継続が困難

になっている地域が増えていることや、教育課程の見直しで地域と関わる学校行事が減少したことなどにより、自分の住む
地域の良さを実感する機会を十分に確保することができなかったため。
 将来希望する職業（仕事）について考えている高校２年生の割合
各学校において、「総合的な探究の時間」などによりキャリア教育を推進した結果、令和５年度より増加しましたが、具

体的な職業をイメージする取組の充実が十分ではなかったため。
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３ いわて子どもプラン（2020～2024）の実施状況（施策別の主な取組実績）（続き）

（２）子育て家庭を支援する

① 主な取組実績

 産後ケアの拡充
事例集の作成・配布、市町村が行う産後ケア事業の利用料の補助の実施

 周産期医療体制の強化
全ての妊産婦を対象とした居住地から分娩取扱施設への移動等に要する経費の支援

 保育人材の確保
保育士・保育所支援センターによる潜在保育士の再就職支援、保育士修学資金貸付による新卒保育士の県内定着促進

 子育て世帯の負担軽減
県独自の子育て支援策として、市町村と連携し、第２子以降の３歳未満児を対象とした所得制限のない保育料無償化や在

宅育児支援金の支給、妊娠時から出産・子育てまでの一貫した伴走型相談支援及び経済的支援を一体として支援するための
体制づくり

＜【概ね達成(B)】以上の割合： 約 75.0％＞

② 令和６年度実績が目標達成度80％未満の主な指標とその理由

 「いわて子育て応援の店」協賛店舗数［累計］
各業界団体への周知に取り組んだ結果、個人経営店舗は増加したものの、大規模展開店舗等の参入が見られなかったため、

協賛店舗数が伸び悩んだため。
 保育士・保育所支援センターマッチング件数［累計］
少子化の影響による保育所等の利用定員の縮小に伴い、求人相談件数が横ばいとなっており、マッチング件数が伸び悩ん

だため。
 バリアフリー化に対応した特定公共的施設数［累計］
建築主に対するバリアフリー化の必要性等の理解向上に取り組みましたが、多大な設備投資が必要な場合や、一定のス

ペースが必要となる場合等もあり、施設数が伸び悩んだため。
 活動中の元気なコミュニティ特選団体数（団体）
自治会や町内会の活動の支援を通して、特選団体数の増加に繋げるため、「元気なコミュニティ特選団体」の認定や、地

域づくりフォーラムでの特選団体の活動紹介等の実施に取り組み、令和６年度は新たに９団体が認定されたものの、認定済
みの団体が役員の高齢化等を原因として活動休止したことなどにより、伸び悩んだため。
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３ いわて子どもプラン（2020～2024）の実施状況（施策別の主な取組実績）（続き）

（３）子どもを産む世代が安心できる環境をつくる

① 主な取組実績

 結婚支援の拡充
“いきいき岩手”結婚サポートセンター「ｉ－サポ」のマッチングシステムの機能を充実させたほか、交際に発展した

カップルへの食事券の配布、市町村が行う新婚世帯に対する引越費用、新居住居費用等の助成への支援の実施
 社会全体で子育てを支援する機運の醸成
「いわて子育て応援の店」の新規登録店舗数拡大のための制度周知や企業への個別訪問

 結婚・家庭・子育てに希望を持てる環境づくりの推進
不妊治療に係る交通費の一部助成の実施、不妊治療専門相談センターにおける、総合的な相談支援
高校生や大学生、若手社会人等の若者に対して妊娠・不妊に関する知識の啓発
将来のライフデザインを希望を持って描く機会を提供するためのセミナー等の実施

＜【概ね達成(B)】以上の割合： 約 66.7％＞

② 令和６年度実績が目標達成度80％未満の主な指標とその理由

 不妊治療休暇制度等導入事業者数〔累計〕
商工関係団体への普及啓発に取り組んだものの、事業者において、本休暇制度等導入に向けた理解醸成に時間を要してい

るなどの事情が考えられることから、導入事業者数が伸び悩んだため。

（４）東日本大震災津波からの復興を推進する （指標なし）

① 主な取組実績

 被災児童等に対する支援

被災した子どものこころのケアのため、沿岸３地区における巡回相談の実施

 いわての学び希望基金奨学金による就学支援

※ 個別の指標の達成状況は、参考資料１のとおり
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岩手県子ども・子育て支援事業支援計画（2020～2024）
の実施状況

資料No.1－2



2

１ 策定の趣旨

国が定める「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ども・
子育て支援給付並びに地域子ども・子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業の円滑な
実施を確保するための基本的な指針」に即して、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業
の提供体制の確保その他子ども・子育て支援法に基づく業務の円滑な実施に関する事項を定
めるもの。

２ 計画期間
令和２年度から令和６年度までの５年間

３ 計画内容

(１） 区域の設定
(２） 各年度の量の見込と提供体制、実施時期
(３） 認定こども園の普及
(４） 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施
(５） 実施者・従事者の確保及び資質向上
(６） 専門的な知識・技術を要する支援
(７） 市町村の区域を超えた広域的な見地から行う調整
(８） 教育・保育情報の公表
(９） 職業生活と家庭生活の両立

４ 計画の点検及び評価

各年度において、子ども・子育て支援事業支援計画に基づく施策の実施状況（教育・保育施
設や地域型保育事業の認可等の状況を含む。）について点検、評価し、その結果を公表します。

【岩手県子ども・子育て支援事業支援計画（2020～2024）】
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施策の取組状況

項 目 進捗状況 ／ 主な取組

○ 各年度の量の見込と提供体制、実施時期
各年度における教育・保育の量の見込み

並びに実施しようとする教育・保育の提供体制
の確保の内容及びその実施時期

【保育所等（特定教育・保育施設、特定地域型保育事業）における確保の内容】

○ 認定こども園の普及

子ども・子育て支援給付に係る教育・保育

の一体的提供及び当該教育・保育の推進に

関する体制の確保の内容

【認定こども園の設置数（４月１日時点）】

【うち幼保連携型認定こども園設置数】
令和４年４月１日現在 118施設（前年度比 + 9 ）
令和５年４月１日現在 126施設（前年度比 + 8 ）
令和６年４月１日現在 142施設（前年度比 +16 ）

○ 実施者・従事者の確保及び資質向上
特定教育・保育及び特定地域型保育を行う

者並びに地域子ども・子育て支援事業に従事
する者の確保及び資質の向上

【実施者・従事者に対する研修】

※放課後児童支援員認定資格研修は、修了者数。

【保育士・保育所支援センターによる保育施設と潜在保育士のマッチング】
令和４年度： 110件 令和５年度： 100件 令和６年度： 100件

令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画 実績 計画 実績 計画 実績

１号認定 9,320人 8,204人 9,338人 7,766人 9,285人 7,090人

２号認定 18,671人 18,542人 18,670人 18,085人 18,661人 17,624人

３号認定 14,637人 13,932人 14,676人 13,607人 14,754人 13,268人

計 42,628人 40,678人 42,684人 39,458人 42,700人 37,982人

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標 実績 目標 実績 目標 実績

2 9 1 8 0 16

研 修 名 Ｒ４受講者数 Ｒ５受講者数 R6受講者数

幼稚園等初任者研修 42人 38人 47人

幼稚園等中堅教諭等資質向上研修 19人 19人 23人

潜在保育士再就職支援研修 32人 28人 35人

放課後児童支援員認定資格研修
※

210人 184人 190人
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施策の取組状況

項 目 進捗状況 ／ 主な取組

○ 専門的な知識・技術を要する支援
子どもに関する専門的な知識及び技術を

要する支援に関する施策並びにその円滑な実
施を図るために必要な市町村との連携

【児童相談所への児童福祉司配置数】
令和４年度 57名（前年度比 +３）
令和５年度 62名（前年度比 +５）
令和６年度 65名（前年度比 +３）

【ひとり親家庭等就業・自立支援センター就業相談員による対応】

【発達障がい者支援センターにおける相談支援】
令和４年度： 3,184件
令和５年度： 3,624件
令和６年度： 4,313件

【県立特別支援学校における外部からの教育相談】
令和４年度： 1,903件
令和５年度： 2,112件
令和６年度： 1,907件

○ 職業生活と家庭生活の両立

労働者の職業生活と家庭生活との両立が

図られるようにするために必要な雇用環境の

整備に関する施策との連携

【経営者・管理職向け女性活躍セミナー】
令和４年度 ２回開催、延べ 147人参加
令和５年度 ２回開催、延べ 121人参加
令和６年度 ２回開催、延べ 126人参加

【企業の経営者や人事労務管理担当者等を対象とした働き方改革に係る研修会】
令和４年度 ６回開催、延べ 151人参加
令和５年度 ６回開催、延べ 125人参加
令和６年度 ５回開催、延べ 124人参加

項 目 令和４年度 令和５年度 令和６年度

企業訪問 48件 48件 48件

関係機関訪問 29件 33件 23件

養育費相談件数 358件 316件 492件



資料 No.2 

 

岩手県子ども・子育て支援事業支援計画（2025～2029）の見直しについて 

 

１ 計画の概要 

・ 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号。以下「法」という。）第 62 条第１項の規定により都道府県が定める教育・保育及

び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他法に基づく業務の円滑な実施に関する計画。 

・ 法第 60 条第１項の規定により内閣総理大臣が定める基本指針（平成 26 年内閣府告示第 159 号）に即し、５年を１期として策定。 

・ 市町村子ども・子育て支援事業計画を踏まえて策定。（市町村計画における数値を集計したものを基本とする。） 

 

２ 現行計画（令和７年３月策定） 

(１) 計画期間 

令和７年度～令和 11 年度（５年間） 

(２) 策定方針 

・ 法及び基本指針に定める記載事項について記載。 

・ 子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第 47 号。以下「改正法」という。）により改正される都道府県子

ども・子育て支援事業支援計画の記載事項については、計画初年度の令和７年４月１日施行部分は今回策定する計画に記載し、令

和８年４月 1日施行部分（乳児等のための支援給付など）は法施行後に記載。 

 

３ 計画の見直しについて 

(１) 見直しについて 

  令和８年４月施行部分の都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の記載事項が示されたことから、中間見直しを行うこと。 

(２) 見直し方針 

・ 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の記載事項について、令和８年４月１日施行部分に係る記載事項を記載。 

・ その他、基本指針の改正を踏まえて、所要の事項を記載。 

 

 

 



 

４ 岩手県子ども・子育て支援事業支援計画（2025～2029）の見直し骨子案 

現行計画 見直し骨子案 

計画策定の趣旨 

１ 区域の設定 

(１) 設定区域の趣旨 

(２) 設定区域の内容 

(３) 設定区域の状況（区域名） 

２ 各年度の教育・保育の量の見込みと提供体制、実施時期 

(１) 各年度における教育・保育の量の見込み 

(２) 実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及

びその実施時期 

３ 放課後児童対策の推進 

(１) 各年度における放課後児童クラブの量の見込み及び目標

整備量 

(２) 待機児童解消に向けた具体的な方策 

(３) 福祉部局と教育委員会の連携 

４ 認定こども園の普及 

(１) 県設定区域ごとの認定こども園の目標設置数及び設置時

期 

(２) 幼稚園及び保育所から認定こども園への移行に必要な支

援その他地域の事情に応じた認定こども園の普及に係る基本

的考え方 

(３) 幼稚園教諭と保育士の合同研修に対する支援等 

(４) 教育・保育及び地域子ども子育て支援事業の役割、提供

の必要性等に係る基本的考え方及びその推進方策 

計画策定の趣旨 

１ 区域の設定 

(１) 設定区域の趣旨 

(２) 設定区域の内容 

(３) 設定区域の状況（区域名） 

２ 各年度の教育・保育の量の見込みと提供体制、実施時期 

(１) 各年度における教育・保育の量の見込み 

(２) 実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及

びその実施時期 

３ 放課後児童対策の推進 

(１) 各年度における放課後児童クラブの量の見込み及び目標

整備量 

(２) 待機児童解消に向けた具体的な方策 

(３) 福祉部局と教育委員会の連携 

４ 認定こども園の普及 

(１) 県設定区域ごとの認定こども園の目標設置数及び設置時

期 

(２) 幼稚園及び保育所から認定こども園への移行に必要な支

援その他地域の事情に応じた認定こども園の普及に係る基本

的考え方 

(３) 幼稚園教諭と保育士の合同研修に対する支援等 

(４) 教育・保育及び地域子ども子育て支援事業の役割、提供

の必要性等に係る基本的考え方及びその推進方策 

 

 



 

(５) 教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者の連携並び

に認定こども園、幼稚園及び保育所と小学校等との連携の推

進方策 

５ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施 

 

６ 実施者・従事者の確保及び資質向上 

(１) 特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者並びに地域

子ども・子育て支援事業に従事する者の確保 

 

(２) 特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者の見込数 

(３) 資質の向上のために講ずる措置 

７ 専門的な知識・技術を要する支援 

(１) 児童虐待防止対策の充実 

(２) 社会的養護体制の充実 

(３) ひとり親家庭の自立支援の推進 

(４) 子どもの貧困対策の推進 

(５) 障がい児施策の充実等 

８ 市町村の区域を超えた広域的な見地から行う調整 

子ども・子育て支援事業計画作成時の調整 

９ 教育・保育情報及び特定教育・保育施設設置者等経営情報の

公表 

10 職業生活と家庭生活の両立 

(１) 仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し 

(２) 仕事と子育ての両立のための基盤整備 

11 計画期間 

12 計画の点検及び評価 

(５) 教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者の連携並び

に認定こども園、幼稚園及び保育所と小学校等との連携の推

進方策 

５ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施 

６ 乳児等通園支援の実施 

７ 実施者・従事者の確保及び資質向上 

(１) 特定教育・保育、特定地域型保育及び特定乳児等通園支

援を行う者並びに地域子ども・子育て支援事業に従事する者

の確保 

(２) 特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者の見込数 

(３) 資質の向上のために講ずる措置 

８ 専門的な知識・技術を要する支援 

(１) 児童虐待防止対策の充実 

(２) 社会的養護体制の充実 

(３) ひとり親家庭の自立支援の推進 

(４) 子どもの貧困対策の推進 

(５) 障がい児施策の充実等 

９ 市町村の区域を超えた広域的な見地から行う調整 

子ども・子育て支援事業計画作成時の調整 

10 教育・保育等情報及び特定教育・保育施設設置者等経営情報

の公表 

11 職業生活と家庭生活の両立 

(１) 仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し 

(２) 仕事と子育ての両立のための基盤整備 

12 計画期間 

13 計画の点検及び評価 

 



 

５ 見直しに係るスケジュール 

９月 17 日 子ども・子育て会議（部会委員指名、第２期計画実績報告、骨子案検討） 

11 月 子ども・子育て会議支援計画部会（素案検討） 

12 月～１月 パブリック・コメント 

２月 子ども・子育て会議支援計画部会（最終案検討） 

３月 県議会２月定例会常任委員会報告 

計画策定 

 

（参考）岩手県子ども・子育て会議条例（平成 25 年岩手県条例第 69 号） 

（部会） 

第５条 子ども・子育て会議に、部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長の指名する委員をもって組織する。 

３ 子ども・子育て会議は、その定めるところにより、部会の議決をもって子ども・子育て会議の議決とすることができる。 

４ 前２条の規定は、部会について準用する。 

 



資料No.3

こども・若者からの
意見聴取の取組について
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１ 取組の背景と意義

（１）取組の背景

• こども基本法では、全てのこども・若者について、その年齢及び発達の程度に応じた意見表明機会
や社会的活動に参画する機会を確保すること、こども・若者の意見を尊重し、その最善の利益を優
先して考慮することが基本理念として謳われている。

• また、こども施策を策定、実施、評価するとき、こども・若者、子育て当事者等の意見を反映する
ために必要な措置を講ずることが国や地方公共団体に義務付けられている。

• こども大綱は、こども・若者が権利の主体であることを明示し、こども施策の基本的な方針の１つ
として、「こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しながら、ともに
進めていく」こととしている。

• また、こども施策を推進するために必要な事項としても、「こども・若者の社会参画・意見反映」
を据え、こども・若者とともに社会をつくるという認識の下で、意見表明の機会づくりや意見を持
つための様々な支援を行い、実効性のある社会参画・意見反映を進めていく必要がある。

• 「こども・若者の権利を保障し、最善の利益を
図る」ことを推進する施策の一つに掲げ、こど
もや若者の意見を聴いて施策への反映を進めて
いくこととしている。

 こども施策の基本理念

※こどもの権利条約においても、児童（18歳未満の全ての
者）の意見を表明する権利が定められており、その実践を
通じた権利保障を推進することが求められている。

こども基本法

こども大綱

いわてこどもプラン（2025～2029）
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１ 取組の背景と意義（続き）

（２）取組の意義

出典）こども家庭庁「自治体におけるこどもの意見表明・反映の推進のための研修」資料



（１）子ども子育て支援室における取組（続き）

3

２ 県におけるこども・若者からの意見聴取の主な取組

時期 対象 方法 テーマ
参加・

回答人数

10/3 盛岡市内中学生 ワークショップ（対面） こどもが大事にされる社会についてなど ６人

10/4 県内中学生 ワークショップ（オンライン） 同上 ７人

10月 県内高校生 アンケート 若者のライフプラン形成 26人

① いわてこどもプラン（2025～2029）策定に当たっての意見交換（R6年度）

 中学生からの主な意見（10/3、10/4）

 その他の意見交換テーマ

• どんな居場所があったらいい？
（家庭や学校以外の第３の居場所）

• 悩んでいる人、つらい状況の人を助
けるには？

• 若者の活躍を社会のみんなで盛り上
げるには？

• スマホ・ネット利用によるトラブル
や犯罪被害をなくすには？

※ 中学生との意見交換は、若者女性協働推進室と共同で実施



4

２ 県におけるこども・若者からの意見聴取の主な取組（続き）

（１）子ども子育て支援室における取組（続き）

② ライフデザイン支援に関する意見交換（R7年度）

• ライフデザイン支援の取組について、大学生との意見交換を実施

時期 対象 方法 テーマ 参加者

9/4
県庁インターンシップ

実習生の大学生
グループ
ワーク

• ライフプランを形成するに当たって重要視すること、参考に
する情報など

15人

 主な意見

※ 実施に当たっては、子ども子育て支援室の若手職員がファシリテーター役を務め、学生と近い目線での話しやすい雰囲気
づくり等の工夫を行ったもの。

• 興味や学びたいこと
• 安定していること
• ストレスが少ない環境
• 大人からの評価
• 地元志向
• 知り合いが少ないところ
• 選択肢が多い
• 自立できるかどうか

• 人間関係や職場の雰囲気
• ワークライフバランス（有給や休暇の

取りやすさなど）
• 将来的な結婚を描きやすい環境か
• 自分がやりたい仕事か
• テレワークができるか
• 経済的に自立できるか
• 実家の近くか

これまで（～進学）のライフプラン

• 学校の先生や家族からの意見・情報
• 友達・先輩からの情報
• インターネット上の情報
• 大学の就職率の情報
• 大学の進学率や偏差値

これからのライフプラン

重
要
視
し
た
／
す
る

こ
と

参
考
に
し
た
／
し
た
い

情
報

誰かに聞くというよりは、自分
でHPで気軽に情報を引っ張って
これるといい。「やさしい版」
みたいに、難しくないデータの
用意が必要。

• ライフスタイルや将来在りたい姿が自
分と近いような先輩からの情報

• 実際に働いている人の声
• 同期はどのくらい結婚しているのか
• 生活資金に関する情報
• 対談形式で得られる情報（芸能人のテ

レビ番組など）

同年代の人の年収、貯金、婚姻
率、こどもの数を知り、自分の
立ち位置を知りたい。

 意見交換の様子
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２ 県におけるこども・若者からの意見聴取の主な取組（続き）

（１）子ども子育て支援室における取組（続き）

③ 児童虐待防止アクションプラン（2021～2025）改訂に当たっての意見聴取（R7年度）

 児童虐待の防止を目的とし、県民、県、市町村、児童福祉関係機関・施設等が緊密な連携のもと、
虐待の発生予防から早期発見・早期対応、再発防止に至るまでの切れ目のない施策や活動を的確に
実施するため、県独自の行動計画として令和３年３月に策定。

 近年の児童福祉法の改正内容等を踏まえたプランの見直しに伴い意見聴取を行っているもの。

時期 対象 方法 テーマ 回答者

7～8月
社会的養護自立支
援拠点事業(※)を
活用している者

書面または
インタビュー

• 施設や里親で暮らした経験について今感じていること
• 手助けが欲しいなと感じたこと
• こどもや家族に対する支援についておとなに伝えたいこと

７人

※措置解除者等や虐待経験がありながらもこれまで公的支援につながらなかった者等の孤立を防ぎ、社会的養護経験者等を必要な支援に
適切につなぐため、相互の交流を行う場所を開設し、必要な情報の提供、相談及び助言並びにこれらの者の支援に関連する関係機関と
の連絡調整を行い、将来の自立に結びつけることを目的とした事業。意見は現在取りまとめ中。

 また、R7年度に新設された県の「こどもモニター」制度
により、「こどもへの虐待防止に向けた取組について」
をテーマにインターネット調査を実施中。

 インターネット
調査のイメージ

インターネット調査（こどもモニター）の実施
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２ 県におけるこども・若者からの意見聴取の主な取組（続き）

（２）広聴事業におけるこどもの声を聴く取組【参考】

 調査の実施予定

• 令和５年４月に施行された「こども基本法」において、こども施策だけではなく、こどもの将来に
関わる幅広い分野において、こどもの意見の反映に係る措置を講ずることが求められており、こど
もの視点に立った施策の立案や、こどもたちが活躍できる社会の実現に向けた取組の一環として、
「こどもモニター」制度を新設。

• モニターとして応募のあった県内在住の小学校４年生から高校３年生までの児童・生徒111名を対象
に、以下のインターネット調査を実施予定。

実施時期 部局 テーマ

R7.９月 復興防災部 こども向けの震災伝承について

環境生活部 環境学習について

保健福祉部 こどもへの虐待防止に向けた取組について

商工労働観光部 県内就職促進に向けた取組について

R7.11月 保健福祉部 ひとにやさしいまちづくりについて

保健福祉部 進学や就職だけではない自分の思い描く未来について

県土整備部 岩手県緑の広域計画策定に向けた取組について

沿岸広域振興局 地域で暮らし続けることに関する意識調査

R8.１月 環境生活部 食の安全安心及び食育に関する意識調査

環境生活部 若者が愛着をもち、活躍できる環境・地域づくり

保健福祉部 こども・若者の居場所のニーズについて

県土整備部 都市公園の利活用向上に向けた取組について

① こどもモニター（R7年度～）

 募集チラシ
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２ 県におけるこども・若者からの意見聴取の主な取組（続き）

（２）広聴事業におけるこどもの声を聴く取組【参考】（続き）

② パブリック・コメント「こども向けやさしい版」（R7年度～試行実施）

• パブリック・コメントを実施する際、こどもに対する施策の目的の周知やこどもの意見を把握する
ため、こども向けの要約資料や回答用紙を作成。

• 子ども子育て支援室では、こどもプラン（2025～2029）の策定に当
たり、試行的にこども向けやさしい版のパブリック・コメントを実
施し、こども・若者から153件の意見が寄せられたもの。また、寄
せられた意見に対しては、やさしい版の回答を作成したもの。

 県ホームページ掲載内容

『小学生から高校生までの世代の子供たちの
ための取り組み』のところが気に入りました。

「いわてこどもプラン」をみて４ページ５番の困りごとを
抱えているひとがいることが分かったので自分が育った環
境以外にも、注目して子供たちが安心して社会をつくる取
り組みを心がけてみたいです。そして協力できることが
あったら協力してみたいです。

 参考様式

こどもプラン（2025～2029）についてのパブリック・コメント
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３ 今後のこども・若者からの意見聴取の取組について

 意見反映プロセスの全体像 地方自治体の取組状況
• 地方自治体がこども・若者の意見を直接聴くテーマは、

将来のビジョンやまちづくり、こどもの権利に関連する
ことのほか、参加するこども・若者自身がテーマを設定
しているケースが多い。

出典）令和５年度都道府県・市区町村向けアンケート。「その他」の主な内容は将来のビジョンやまちづくり、こどもの権利に関連すること。
こども家庭庁「こども・若者の意見の政策反映に向けたガイドライン～こども・若者の声を聴く取組のはじめ方」

• 意見聴取のテーマ

• 意見聴取の対象（例：小学校高学年、中・高生、県内在住の20代の若者）

• 意見聴取の場面・方法（例：Webアンケート、対面ワークショップ、審議会・懇談会等の委員等への起用）

• 意見聴取の実施体制 など

ご意見をお伺いしたいポイント
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【参考】国における取組

• こども・若者の意見聴取と政策への反映を実践・推進する取組として、「こども若者★いけんぷら
す」や各種調査研究等を実施
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【参考】こども・若者の状況

出典）こども家庭庁「こども・若者の意見の政策反映に向けたガイドライン～こども・若者の声を聴く取組のはじめ方」

• こども・若者を対象に行ったアンケートでは、
国や地方自治体の制度や政策について７割近
くのこども・若者が意見を伝えたいという意
見表明意欲がある。

• 一方、こども・若者が国や地方自治体に意見を伝えたいと思
わない一番の理由は、意見を伝えても反映されないと思うか
らである。当事者の声を聴いただけの形式的な意見聴取は、
「意見を言っても無駄だった」というこども・若者の失望を
招き、意見を表明する意欲をそいでしまうため、最も避けな
ければならないことである。



 



資料No.4

ライフステージに応じた
ライフデザイン支援の取組について



1

１ 取組の背景と意義

（１）取組の背景

出典）こども家庭庁「若い世代視点からのライフデザインに関する検討会（第１回）」事務局説明資料
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１ 取組の背景と意義（続き）

（２）取組の意義

出典）こども家庭庁「若い世代視点からのライフデザインに関する検討会（第１回）」事務局説明資料
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１ 取組の背景と意義（続き）

（２）取組の意義（続き）

出典）こども家庭庁「若い世代視点からのライフデザインに関する検討会（第１回）」事務局説明資料
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１ 取組の背景と意義（続き）

（２）取組の意義（続き）

出典）こども家庭庁「若い世代視点からのライフデザインに関する検討会（第１回）」事務局説明資料
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２ 現状の主な取組

（１）子ども子育て支援室における取組

① 高校生向けライフプラン設計講座の実施（R5年度～）

 実施を希望する県内高等学校を公募し、お金や、結婚、妊娠・出産、子育て等に関する正しい知識
や考え方を教示するとともに、将来のライフプランを考えるきっかけを提供
【R5実施実績：５校、 R6実施実績：５校、R7実施予定：10校】

 助産師やファイナンシャルプランナーによる講義の実施や、将来のライフプランを考えるグループ
ワークを実施

 実施実績（R6年度）  講座のスライド（抜粋）
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２ 現状の主な取組（続き）

（１）子ども子育て支援室における取組（続き）

① 高校生向けライフプラン設計講座の実施（R5年度～）

 受講生の主な感想

 授業構成（一例）

テーマ【お金】

• お金は自分だけにかかるのではなく、高校卒業後に生きていくにあたり、パートナーとのお金だったり、子どものた
めに使うお金だって必要だし、人生にはお金がたくさん必要だと思った。

• お金の節約だけでなく、ライフイベントで発生する費用がどれくらいという説明が印象に残った。将来に向けたライ
フプランを少しずつ立てることができるように頑張りたいと思いました。

• 自分のことについて将来は何をするか考えていなかったので、ライフプランを考えることが難しかった。この授業を
聞いてライフプランを大切にしていきたいと思った。

• 先生方の話を聞いて、それぞれの生き方や幸せがあるんだと実感しました。

 講座の様子
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２ 現状の主な取組（続き）

（１）子ども子育て支援室における取組（続き）

① 高校生向けライフプラン設計講座の実施（R5年度～）

 授業構成（一例）

テーマ【結婚、妊娠・出産、子育て】

• ライフプランは、単にやりたいこと、なりたいものだけを書くと思っていたが、自分の健康と照らし合わせることが
大切だと分かった。

• みんな思っていた以上に将来やりたいことが決まっていることが多く意外だった。子どもが欲しいという気持ちや結
婚願望は今はないが、先になって考えることがあったら今回のことを参考にしたい。

• もしも結婚することがあったら、そのパートナーの体調・健康に気配りをしながら生活したいと感じました。
• 学校の先生に聞きにくいようなことも、助産師の方から聞くことができて嬉しかったです。詳しく分からなかったと

ころや、ネットでは聞いたことがあるけど、よく分からない単語の意味を知ることができてよかったです。
• 授業を受ける前と後で、ライフプランの考えが少し変わった気がして、視野が広がったと思いました。

 講座の様子

 受講生の主な感想
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２ 現状の主な取組（続き）

（１）子ども子育て支援室における取組（続き）

② ライフデザイン支援に関する意見交換（R7年度）【再掲】（資料№2）

• ライフデザイン支援の取組について、大学生との意見交換を実施

時期 対象 方法 テーマ 参加者

9/4
県庁インターンシップ

実習生の大学生
グループ
ワーク

• ライフプランを形成するに当たって重要視すること、参考に
する情報など

15人

 主な意見

※ 実施に当たっては、子ども子育て支援室の若手職員がファシリテーター役を務め、学生と近い目線での話しやすい雰囲気
づくり等の工夫を行ったもの。

• 興味や学びたいこと
• 安定していること
• ストレスが少ない環境
• 大人からの評価
• 地元志向
• 知り合いが少ないところ
• 選択肢が多い
• 自立できるかどうか

• 人間関係や職場の雰囲気
• ワークライフバランス（有給や休暇の

取りやすさなど）
• 将来的な結婚を描きやすい環境か
• 自分がやりたい仕事か
• テレワークができるか
• 経済的に自立できるか
• 実家の近くか

これまで（～進学）のライフプラン

• 学校の先生や家族からの意見・情報
• 友達・先輩からの情報
• インターネット上の情報
• 大学の就職率の情報
• 大学の進学率や偏差値

これからのライフプラン

重
要
視
し
た
／
す
る

こ
と

参
考
に
し
た
／
し
た
い

情
報

誰かに聞くというよりは、自分
でHPで気軽に情報を引っ張って
これるといい。「やさしい版」
みたいに、難しくないデータの
用意が必要。

• ライフスタイルや将来在りたい姿が自
分と近いような先輩からの情報

• 実際に働いている人の声
• 同期はどのくらい結婚しているのか
• 生活資金に関する情報
• 対談形式で得られる情報（芸能人のテ

レビ番組など）

同年代の人の年収、貯金、婚姻
率、こどもの数を知り、自分の
立ち位置を知りたい。

 意見交換の様子



２ 現状の主な取組

（１）子ども子育て支援室における取組（続き）

③ ライフデザイン支援コンテンツの提供

 仕事、結婚、妊娠・出産、子育ても含め、将来のライフプランを考えるきっかけとなるデジタルコ
ンテンツを新たに作成し、ホームページ上で公開。【閲覧数：403件（R7.7月時点）】

 併せて、周知チラシを作成し、県内高校生に配布。【配付数：約9,700部】

 JIBUN VISION（R6年度～）

9



10

２ 現状の主な取組

（１）子ども子育て支援室における取組（続き）

③ ライフデザイン支援コンテンツの提供

 JIBUN VISION（続き）

• 「働くこと」「結婚」「妊娠・出産」
「子育て」などについて、マンガも用
いて解説

▼ 詳細はこちら
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２ 現状の主な取組

（１）子ども子育て支援室における取組（続き）

③ ライフデザイン支援コンテンツの提供

 妊娠・不妊ガイドブック（R2年度～）

 妊娠や出産の基礎知識や不妊の原因などについて分かりやすく情報提供を行うことを目
的に、妊娠や出産のことを通じて将来を考えるきっかけとなるガイドブックを作成し、
県内の高校、大学、市町村や保健所等に冊子を配付【配付数：約32,000部】

▼ 詳細はこちら
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２ 現状の主な取組

（１）子ども子育て支援室における取組（続き）

④ ライフステージに応じた健康支援

 思春期の健康相談、生涯を通じた女性の
健康の保持増進、不妊症や不育症、若年
妊娠等、妊娠・出産をとりまく様々な悩
み等へのサポート等を実施するほか、プ
レコンセプションケア（男女問わず、性
や妊娠に関する正しい知識の普及を図り、
健康管理を促す取組）を含め、男女問わ
ず性や生殖に関する健康支援を総合的に
推進し、ライフステージに応じた切れ目
のない健康支援を行うことを目的に主に
以下の事業を実施

 不妊専門相談センター事業（H10～）
• 不妊・不育症に悩む人々が正しく適切な基礎情報

を基に、その自己決定ができるよう、不妊専門相
談センターを設置し、多面的な相談・情報提供の
充実を図る【R6実績：相談延べ件数78件】

出典）国立成育医療研究センター「プレコンノート」

 性と健康の相談センター事業
• 各保健所において、女性特有の心身の悩みへの相

談や保健指導、健康教育を実施【R6実績：健康教
育参加者数1,024人、講演会参加者数293人、相談
指導件数44件】
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２ 現状の主な取組

（１）子ども子育て支援室における取組（続き）

⑤ ライフプランセミナーの実施（R3年度～）

 結婚、妊娠・出産、子育て、仕事も含めた将来のライ
フプラン構築や、男性の育児休業取得や家事・育児へ
の参画を促進するため、新婚世帯、婚活前の人、若者
等を対象にセミナーを開催【R6実績：12回開催、延べ
443人受講】

 実施予定（R7年度）
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３ 今後のライフデザイン支援の取組について

• ライフデザインに係る支援は、幼児期か

ら社会人まで、それぞれのライフステー

ジに応じた切れ目のない支援が重要であ

ることから、より幅広い年代を対象に、

プレコンセプションケアの推進と併せて

段階的に拡充

（２）今後の取組の方向性案

• 支援の対象

• 支援の内容

• 既存の取組との連携 など

（３）ご意見をお伺いしたいポイント

• 価値観やライフスタイルが多様化する中で、こども・若者が主体的に将来を選択できるよう、将来

について考える機会をつくるとともに、主体的に適切な判断ができるよう、妊娠・不妊に関する正

しい知識の啓発など、若い世代のライフデザインの構築を支援する必要がある。

• また、こうした取組はジェンダーギャップの解消に向けても重要であることから、より幅広い年代

を対象とし、ライフステージに応じた支援を行うなど、さらなる取組の拡充が必要がある。

（１）課題

幼児 小・中学生 高校・大学生 社会人

 ライフステージに応じた切れ目のない支援のイメージ

• 紙芝居やお芝
居で命の尊さ
を学ぶ

• 乳幼児とのふれ
あいを通じて家
庭の意義の理解
を深める

• 妊娠等の医学
的知識や自身
のキャリア形
成を考える

• 生涯設計シミュ
レーションを通じ
て今後のライフイ
ベントをイメージ
する

段階的に拡充
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【参考】ライフデザイン支援の定義

出典）こども家庭庁「若い世代視点からのライフデザインに関する検討会（第１回）」事務局説明資料
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【参考】ライフデザイン支援の現状（提供情報別）

出典）こども家庭庁「若い世代視点からのライフデザインに関する検討会（第１回）」事務局説明資料
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【参考】ライフデザイン支援の現状（ライフステージ別）

出典）こども家庭庁「若い世代視点からのライフデザインに関する検討会（第１回）」事務局説明資料
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【参考】効果的なライフデザイン支援のタイミング

出典）こども家庭庁「若い世代視点からのライフデザインに関する検討会（第２回）」事務局説明資料



 



　
いわて子どもプラン（2020～2024）指標一覧

指標名 単位
現状値
（R3）

計画目標値
（R6）

実績値
（R6）

達成度
（R6）

C・D評価
の要因

子どもの幸
せ応援計画

の指標

ひとり親家
庭等自立促
進計画の指

標

子ども・子育
て事業支援

計画

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

イ　生まれ育った環境
に関わらず成長でき
る社会をつくります

80
生活保護世帯の子どもの高等学校
等進学率

％ 96.6 98.4 － － 保健福祉部 ○

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

イ　生まれ育った環境
に関わらず成長でき
る社会をつくります 83

市町村要保護児童対策地域協議会
に調整担当者（有資格者）を配置し
ている市町村数

市町村 30 32 33 A 保健福祉部 ○ ○

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ウ　子どもの貧困対
策を推進します

（エ）経済的支援
80

生活保護世帯の子どもの高等学校
等進学率【再掲】

％ 96.6 98.4 － － 保健福祉部 ○ ○

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ウ　子どもの貧困対
策を推進します

（エ）経済的支援
81 学習支援事業に取り組む市町村数 市町村 24 28 30 A 保健福祉部 ○ ○ ○

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ウ　子どもの貧困対
策を推進します

82
子ども食堂など子どもの居場所づく
りに取り組む市町村数

市町村 24 28 30 A 保健福祉部 ○

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

エ　児童虐待防止対
策を推進します

83
市町村要保護児童対策地域協議会
に調整担当者（有資格者）を配置し
ている市町村数

市町村 30 32 33 A 保健福祉部 ○

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

オ　社会的養育体制
の充実を図ります

84 里親登録組数 組 219 237 213 D

里親制度の普及啓発活動、里親希望者への説明会や登録前
研修の実施に取組んだことにより、新規登録数は増加しました
が、高齢化等により登録を消除する里親が多くなり、登録組数
が減少しました。

保健福祉部

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

カ　地域やコミュニ
ティにおいて、学校と
家庭、住民が協働し
て子どもの育ちと学び
を支えます

（ア）学校・家庭・地域
の連携の仕組みづく
り 90

コミュニティ・スクールを導入している
学校の割合

％ 19.0 80.0 92.4 A 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

カ　地域やコミュニ
ティにおいて、学校と
家庭、住民が協働し
て子どもの育ちと学び
を支えます

91
保護者や地域住民による教育支援
活動が行われている学校の割合（小
５）

％ 76.9 95.9 － － 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

カ　地域やコミュニ
ティにおいて、学校と
家庭、住民が協働し
て子どもの育ちと学び
を支えます

92
保護者や地域住民による教育支援
活動が行われている学校の割合
（％）（中学校分）

％ 57.8 88.0 － － 教育委員会

カ　地域やコミュニ
ティにおいて、学校と
家庭、住民が協働し
て子どもの育ちと学び
を支えます

93
教育振興運動や地域学校協働活動
を推進している市町村・地区の割合

％ 95.7 95.7 94.5 B 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

カ　地域やコミュニ
ティにおいて、学校と
家庭、住民が協働し
て子どもの育ちと学び
を支えます

（イ）豊かな体験活動
の充実

94
放課後子供教室において指導者を
配置して「体験活動」を実施している
教室の割合

％ 67.0 80.0 80.4 A 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

カ　地域やコミュニ
ティにおいて、学校と
家庭、住民が協働し
て子どもの育ちと学び
を支えます

96
県立青少年の家・野外活動センター
が提供する親子体験活動事業への
参加者の満足度の割合

％ - 98 100 A 教育委員会

キ　健全で、自立した
青少年を育成します

（ア）個性や主体性を
発揮して自立した活
動ができる環境づくり
の推進

100
若年無業者等「交流・活動支援（ス
テップアップ）」参加者数［累計］

人 468 1,160 1,083 B 環境生活部

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

キ　健全で、自立した
青少年を育成します

（イ）愛着を持てる地
域づくりの推進

101
青少年活動交流センター利用者数
（作品応募者数を含む）［累計］

人 8,842 16,000 25,093 A 環境生活部

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

キ　健全で、自立した
青少年を育成します

102
子ども・若者支援セミナー受講者数
（オンラインを含む）［累計］

人 177 480 599 A 環境生活部

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

キ　健全で、自立した
青少年を育成します

（ウ）青少年を事件・
事故から守る環境づ
くりの推進

103
青少年を非行・被害から守る県民大
会参加者数（オンラインを含む）（人）
［累計］

人 596 1,100 1,105 A
環境生活部
・警察本部

104
青少年指導者向け情報メディア対応
能力養成講座受講者数（オンライン
を含む）［累計］

人 307 620 569 B
環境生活部
・警察本部

関係計画

施策 担当部局具体の取組 番号
(第２期AP)

指標の状況

参考資料１（資料No.1－1関係）
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指標名 単位
現状値
（R3）

計画目標値
（R6）

実績値
（R6）

達成度
（R6）

C・D評価
の要因

子どもの幸
せ応援計画

の指標

ひとり親家
庭等自立促
進計画の指

標

子ども・子育
て事業支援

計画

関係計画

施策 担当部局具体の取組 番号
(第２期AP)

指標の状況

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ク　児童生徒の豊か
な学力を育みます【知
育】 116

教育課程全体で「話すこと」「書くこ
と」等の言語活動の充実を図ってい
る学校の割合（小学校分）

％ - 51 47 B 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ク　児童生徒の豊か
な学力を育みます【知
育】 117

教育課程全体で「話すこと」「書くこ
と」等の言語活動の充実を図ってい
る学校の割合（中学校分）

％  - 43 40 B 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ク　児童生徒の豊か
な学力を育みます【知
育】 118

教育課程全体で「話すこと」「書くこ
と」等の言語活動の充実を図ってい
る学校の割合（高等学校分）

％  - 86 84 B 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ク　児童生徒の豊か
な学力を育みます【知
育】 119

児童生徒の資質・能力の向上に向
けて、「確かな学力育成プラン」に基
づいて組織的に取り組んでいる学校
の割合（小学校分）

％  - 65 69 A 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ク　児童生徒の豊か
な学力を育みます【知
育】 120

児童生徒の資質・能力の向上に向
けて、「確かな学力育成プラン」に基
づいて組織的に取り組んでいる学校
の割合（中学校分）

％ - 54 51 B 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ク　児童生徒の豊か
な学力を育みます【知
育】 121

「幼児期の終わりまでに育ってほし
い姿」をもとに幼児児童の姿を共有
し、授業に生かしている小学校の割
合

％ - 80 87 A 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ク　児童生徒の豊か
な学力を育みます【知
育】

122
授業等でＩＣＴ機器を活用し、児童生
徒にＩＣＴ活用について指導できる教
員の割合

％ 78 85 － － 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ケ　児童生徒の豊か
な人間性と社会性を
育みます【徳育】

（ア）自他の生命を大
切にし、他者の人権
を尊重する心の育成

130
多様な意見を認め合うことに価値を
感じている児童生徒の割合（小学校
分）

％ - 78 73 B 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ケ　児童生徒の豊か
な人間性と社会性を
育みます【徳育】

（ア）自他の生命を大
切にし、他者の人権
を尊重する心の育成

131
多様な意見を認め合うことに価値を
感じている児童生徒の割合（中学校
分）

％  - 82 76 B 教育委員会

132
多様な意見を認め合うことに価値を
感じている児童生徒の割合（高等学
校分）

％ - 90 87 B 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ケ　児童生徒の豊か
な人間性と社会性を
育みます【徳育】

（イ）学校・家庭・地域
が連携した体験活動
の推進などを通じた
豊かな心の育成

133
学校や地域が行う体験活動に参加
し、達成感や有用感をもった児童生
徒の割合（小学校分）

％  - 86 90 A 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ケ　児童生徒の豊か
な人間性と社会性を
育みます【徳育】

（イ）学校・家庭・地域
が連携した体験活動
の推進などを通じた
豊かな心の育成

134
学校や地域が行う体験活動に参加
し、達成感や有用感をもった児童生
徒の割合（中学校分）

％  - 86 89 A 教育委員会

135
学校や地域が行う体験活動に参加
し、達成感や有用感をもった児童生
徒の割合（高等学校分）

％  - 90 92 A 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

コ　児童生徒の豊か
な体を育みます【体
育】

（イ）学校・家庭・地域
が連携した体験活動
の推進などを通じた
豊かな心の育成

136
「読書が楽しい」と感じる児童生徒の
割合（小学校分）

％ 89 90 85 B 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ケ　児童生徒の豊か
な人間性と社会性を
育みます【徳育】

（イ）学校・家庭・地域
が連携した体験活動
の推進などを通じた
豊かな心の育成

137
「読書が楽しい」と感じる児童生徒の
割合（中学校分）

％ 85 85 81 B 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ケ　児童生徒の豊か
な人間性と社会性を
育みます【徳育】

（イ）学校・家庭・地域
が連携した体験活動
の推進などを通じた
豊かな心の育成

138
「読書が楽しい」と感じる児童生徒の
割合（高等学校分）

％ 84 85 80 B 教育委員会
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指標名 単位
現状値
（R3）

計画目標値
（R6）

実績値
（R6）

達成度
（R6）

C・D評価
の要因

子どもの幸
せ応援計画

の指標

ひとり親家
庭等自立促
進計画の指

標

子ども・子育
て事業支援

計画

関係計画

施策 担当部局具体の取組 番号
(第２期AP)

指標の状況

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

コ　児童生徒の豊か
な体を育みます【体
育】

（イ）学校・家庭・地域
が連携した体験活動
の推進などを通じた
豊かな心の育成

146
朝食を毎日食べる児童生徒の割合
（小学校分）

％ 96.6 97.0 95.6 B 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

コ　児童生徒の豊か
な体を育みます【体
育】

147
朝食を毎日食べる児童生徒の割合
（中学校分）

％ 89.2 91.0 88.0 D

６０（ロクマル）プラスプロジェクトの推進により、望ましい食習慣
の形成等に取り組みましたが、スクリーンタイム(※)の増加等
による生活習慣の変化や朝食摂取の重要性の理解不足、家
庭における朝食習慣の影響等により、伸び悩みました。
※ テレビ、スマートフォン、パソコン、ゲーム機器等の利用時
間。

教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

コ　児童生徒の豊か
な体を育みます【体
育】

148
毎日一定の時刻に就寝する児童生
徒の割合（小学校分）

％ 84.7 85.0 84.3 B 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

コ　児童生徒の豊か
な体を育みます【体
育】

149
毎日一定の時刻に就寝する児童生
徒の割合（中学校分）

％ 84.6 85.0 84.6 B 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

コ　児童生徒の豊か
な体を育みます【体
育】

150
喫煙飲酒の指導を含めた「薬物乱用
防止教室」を開催している小学校の
割合

％ 89.9 100 93.6 B 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

コ　児童生徒の豊か
な体を育みます【体
育】 151

部活動の活動方針について、学校、
保護者、外部指導者等が、共通理
解を図る部活動連絡会等の機会を
持っている学校の割合（中学校分）

％ 86.6 92 95.8 A 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

コ　児童生徒の豊か
な体を育みます【体
育】 152

部活動の活動方針について、学校、
保護者、外部指導者等が、共通理
解を図る部活動連絡会等の機会を
持っている学校の割合（高等学校）

％ 93.1 97 100.0 A 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

サ　共に学び、共に
育つ特別支援教育を
進めます

（ア）就学前から卒業
までの一貫した支援
の充実

153
「引継ぎシート」を活用し、進学時に
円滑な引き継ぎを行っている学校の
割合

％ 71 100 100 A 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

サ　共に学び、共に
育つ特別支援教育を
進めます

（ウ）県民と協働した
特別支援教育体制づ
くりの推進 158

特別支援教育サポーターの登録者
数

人 335 420 394 C

特別支援教育サポーター養成講座の広報等に取り組みました
が、令和６年度の養成講座実施校の中には山間部等人口が
少ない地域の学校もあり、受講者数が例年より少なかったこと
などにより、登録者数が伸び悩みました。

教育委員会 ○

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

シ　いじめ問題などに
適切に対応し、一人
ひとりがお互いを尊
重する学校をつくりま
す

（イ）児童生徒に寄り
添った教育相談体制
の充実等による、不
登校対策の推進 162

学校が楽しいと思う（学校に満足し
ている）児童生徒の割合（小学校分）

％ 87 89 85 D

学校生活満足度を高めるため、魅力ある学校づくりを目指し、
各学校及び学校区において創意工夫をいかした取組を推進し
ましたが、子どもたちの多様化が進み、様々な困難や課題を抱
える児童生徒が増える中、「魅力ある学校づくり」の具体的な手
立てなどを行うことに困難さが生じ、伸び悩みました。

教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

シ　いじめ問題などに
適切に対応し、一人
ひとりがお互いを尊
重する学校をつくりま
す

（イ）児童生徒に寄り
添った教育相談体制
の充実等による、不
登校対策の推進 163

学校が楽しいと思う（学校に満足し
ている）児童生徒の割合（中学校分）

％ 84 87 86 C

学校生活満足度を高めるため、魅力ある学校づくりを目指し、
各学校及び学校区において創意工夫をいかした取組を推進し
ましたが、子どもたちの多様化が進み、様々な困難や課題を抱
える児童生徒が増える中、「魅力ある学校づくり」の具体的な手
立てなどを行うことに困難さが生じ、伸び悩みました。

教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

シ　いじめ問題などに
適切に対応し、一人
ひとりがお互いを尊
重する学校をつくりま
す

164
学校が楽しいと思う（学校に満足し
ている）児童生徒の割合（高等学校
分）

％ 89 90 91 A 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ス　児童生徒が安全
に学ぶことができる教
育環境の整備を進め
ます

（ア）安心して学べる
環境の整備

168
地域住民などによる見守り活動が行
われている小中学校の割合

％ 81.8 85.0 93.4 A 教育委員会
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指標名 単位
現状値
（R3）

計画目標値
（R6）

実績値
（R6）

達成度
（R6）
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の要因

子どもの幸
せ応援計画

の指標

ひとり親家
庭等自立促
進計画の指

標

子ども・子育
て事業支援

計画

関係計画

施策 担当部局具体の取組 番号
(第２期AP)

指標の状況

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

セ　地域に貢献する
人材を育てます

（ア）郷土に誇りと愛
着を持ち、地域に貢
献する教育の推進

177
自分の住む地域が好きだと思ってい
る児童生徒の割合（小学校分）

％ 72 73 71 D

郷土を愛し、復興・発展を支える「いわての復興教育」などを推
進しましたが、少子化により、地域活動等の継続が困難になっ
ている地域が増えていることや、教育課程の見直しで地域と関
わる学校行事が減少したことなどにより、自分の住む地域の良
さを実感する機会を十分に確保することができませんでした。

教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

セ　地域に貢献する
人材を育てます

（ア）郷土に誇りと愛
着を持ち、地域に貢
献する教育の推進

178
自分の住む地域が好きだと思ってい
る児童生徒の割合（中学校分）

％ 53 57 54 D

郷土を愛し、復興・発展を支える「いわての復興教育」などを推
進しましたが、少子化により、地域活動等の継続が困難になっ
ている地域が増えていることや、教育課程の見直しで地域と関
わる学校行事が減少したことなどにより、自分の住む地域の良
さを実感する機会を十分に確保することができませんでした。

教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

セ　地域に貢献する
人材を育てます

179
自分の住む地域が好きだと思ってい
る児童生徒の割合（高等学校分）

％ 45 49 52 A 教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

（イ）キャリア教育の
推進とライフデザイン
能力の育成 180

将来希望する職業（仕事）について
考えている高校２年生の割合

％ 48 52 51 C
各学校において、「総合的な探究の時間」などによりキャリア教
育を推進した結果、令和５年度より増加しましたが、具体的な
職業をイメージする取組の充実が十分ではありませんでした。

教育委員会

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ソ　つながりや活力を
感じられる地域コミュ
ニティを基盤に、自
助、共助、公助による
防災体制をつくります

（ア）地域コミュニティ
を基盤とした防災体
制づくり

251
地域防災サポーターによる講義等
の受講者数（人）［累計］

人 8,156 15,875 20,897 A 復興防災部

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

タ　事故や犯罪が少
なく、安全・安心に暮
らせるまちづくりを進
めます

（イ）犯罪被害者を支
える社会づくりの推進

256
犯罪被害者等に係る理解促進のた
めの講演会等の参加者数（オンライ
ンを含む）［累計］

人 4,867 6,000 7,993 A 復興防災部

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

タ　事故や犯罪が少
なく、安全・安心に暮
らせるまちづくりを進
めます

（イ）犯罪被害者を支
える社会づくりの推進

257

「はまなすサポートセンター」相談窓
口の新規相談者数のうち、県広報に
より窓口を認知し相談を行った者の
割合（％）

％ 30.8 39.8 46.3 A 復興防災部

（エ）交通事故抑止対
策の推進 261 交通事故死傷者数（人） 人 1,865 1,710 1,728 B 警察本部

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

チ　食の安全・安心を
確保し、地域に根ざし
た食育を進めます

269
食育普及啓発行事の参加者数［累
計］

人 273 680 1,874 A 環境生活部

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ツ　多様で優れた環
境を守り、次世代に
引き継ぎます

401 環境学習交流センター利用者数 人 45,032 45,000 48,965 A 環境生活部

（１）子どもの健やか
な成長を支援する

ツ　多様で優れた環
境を守り、次世代に
引き継ぎます

402 水生生物調査参加者数［累計］ 人 3,618 7,300 7,299 B 環境生活部

（２）子育て家庭を支
援する

ア　必要に応じた医
療を受けることができ
る体制を充実します

21
小児周産期医療遠隔支援システム
利用回数

回 680 720 719 B 保健福祉部

（２）子育て家庭を支
援する

イ　住み慣れた地域
で安心して生活できる
環境をつくります

26
ひとにやさしい駐車場利用証制度駐
車区画数［累計］

区画 1,079 1,150 1,185 A 保健福祉部

（２）子育て家庭を支
援する

ウ　生涯を通じて学び
続けられる場をつくり
ます

59
生涯学習情報提供システム（データ
ベース）利用件数

件 4,166 5,820 5,794 B 教育委員会

（２）子育て家庭を支
援する

エ　安心して子どもを
生み育てられる環境
をつくります

（ア）結婚・家庭・子育
てに希望を持てる環
境づくりの推進 69

「いわて子育て応援の店」協賛店舗
数［累計］

店舗 2,225 2,600 2,500 C
各業界団体への周知に取り組んだ結果、個人経営店舗は増加
したものの、大規模展開店舗等の参入が見られなかったため、
協賛店舗数は伸び悩みました。

保健福祉部

（２）子育て家庭を支
援する

エ　安心して子どもを
生み育てられる環境
をつくります

（ア）結婚・家庭・子育
てに希望を持てる環
境づくりの推進

72
ライフプランセミナーの受講者数［累
計］

人 268 800 1,446 A 保健福祉部 ○ ○ ○

※
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指標名 単位
現状値
（R3）

計画目標値
（R6）

実績値
（R6）

達成度
（R6）

C・D評価
の要因

子どもの幸
せ応援計画

の指標

ひとり親家
庭等自立促
進計画の指

標

子ども・子育
て事業支援

計画

関係計画

施策 担当部局具体の取組 番号
(第２期AP)

指標の状況

（２）子育て家庭を支
援する

エ　安心して子どもを
生み育てられる環境
をつくります

（イ）様々な状況にあ
る子育て家庭への支
援

75
放課後児童クラブの待機児童数（５
月時点）

人 142 60 137 D

放課後児童クラブの施設整備に対する支援や従事者の養成に
取り組みましたが、一部の市町村において、登録児童数が増
加したことや、施設・従事者不足により受入児童数の拡大が困
難であったことなどにより、待機児童数が増加しました。

保健福祉部

94
放課後子供教室において指導者を
配置して「体験活動」を実施している
教室の割合【再掲】

％ 67 80 80 A 教育委員会 ○ ○ ○

（２）子育て家庭を支
援する

エ　安心して子どもを
生み育てられる環境
をつくります

78
いわて子育てにやさしい企業等認証
の認証数［累計］

事業者 75 335 483 A 保健福祉部 ○

（２）子育て家庭を支
援する

エ　安心して子どもが
生み育てられる環境
をつくります

（エ）障がい児の療育
支援体制の充実 85 児童発達支援センター設置圏域数 圏域数 3 4 4 A 保健福祉部 ○

（２）子育て家庭を支
援する

エ　安心して子どもを
生み育てられる環境
をつくります

（ア）結婚・家庭・子育
てに希望を持てる環
境づくりの推進

86
岩手県医療的ケア児支援センターに
よる支援件数

件 - 240 591 A 保健福祉部 ○ ○ ○

（２）子育て家庭を支
援する

エ　安心して子どもが
生み育てられる環境
をつくります

（エ）障がい児の療育
支援体制の充実 87

発達障がい児者地域支援体制整備
への助言回数

回数 - 18 22 A 保健福祉部

（２）子育て家庭を支
援する

エ　安心して子どもが
生み育てられる環境
をつくります

（オ）家庭教育を支え
る環境づくりの推進 88 すこやかメールマガジンの登録人数 人 3,635 5,000 5,002 A 教育委員会

89
子育てサポーター等を対象とした家
庭教育支援に関する研修会の参加
者数

人 559 625 1,044 A 教育委員会 ○ ○

（２）子育て家庭を支
援する

オ　ひとり親家庭の自
立を支援します

80
生活保護世帯の子どもの高等学校
等進学率【再掲】

％ 96.6 98.4 － － 保健福祉部 ○ ○

（２）子育て家庭を支
援する

オ　ひとり親家庭の自
立を支援します

81
学習支援事業に取り組む市町村数
【再掲】

市町村 24 28 30 A 保健福祉部 ○ ○ ○

（２）子育て家庭を支
援する

オ　ひとり親家庭の自
立を支援します

82
子ども食堂など子どもの居場所づく
りに取り組む市町村数【再掲】

市町村 24 28 30 A 保健福祉部 ○

（２）子育て家庭を支
援する

カ　多様な保育サー
ビスの充実を図りま
す

75
放課後児童クラブの待機児童数（５
月時点）【再掲】

人 142 60 137 D

放課後児童クラブの施設整備に対する支援や従事者の養成に
取り組みましたが、一部の市町村において、登録児童数が増
加したことや、施設・従事者不足により受入児童数の拡大が困
難であったことなどにより、待機児童数が増加しました。

保健福祉部 ○ ○ ○

（２）子育て家庭を支
援する

カ　多様な保育サー
ビスの充実を図りま
す

77
保育士・保育所支援センターマッチ
ング件数［累計］

件 114 228 200 C
少子化の影響による保育所等の利用定員の縮小に伴い、求人
相談件数が横ばいとなっており、マッチング件数が伸び悩みま
した。

保健福祉部 ○

（２）子育て家庭を支
援する

キ　仕事と生活を両
立できる環境をつくり
ます

282
いわて働き方改革推進運動参加事
業者数［累計］

事業者 680 1,080 1,106 A 商工労働観光部 ○ ○ ○

（２）子育て家庭を支
援する

キ　仕事と生活を両
立できる環境をつくり
ます

106 年次有給休暇の取得率 ％ 56.1 61.8 63.5 A 商工労働観光部

（２）子育て家庭を支
援する

ク　快適で豊かな暮ら
しを支える生活環境
をつくります

（イ）快適で魅力ある
まちづくりの推進

220
バリアフリー化に対応した特定公共
的施設数［累計］

施設 105 114 111 C
建築主に対するバリアフリー化の必要性等の理解向上に取り
組みましたが、多大な設備投資が必要な場合や、一定のス
ペースが必要となる場合等もあり、施設数が伸び悩みました。

県土整備部

（２）子育て家庭を支
援する

ケ　地域の暮らしを支
える公共交通を守り、
つながりや活力を感
じられる地域コミュニ
ティを目指します

（ア）地域公共交通の
利用促進

227
乗合バス事業者のノンステップバス
の導入率

％ 39 46 49 A ふるさと振興部

（２）子育て家庭を支
援する

ケ　地域の暮らしを支
える公共交通を守り、
つながりや活力を感
じられる地域コミュニ
ティを目指します

（イ）持続可能な地域
コミュニティづくり

230
活動中の元気なコミュニティ特選団
体数（団体）

団体 213 249 241 C

自治会や町内会の活動の支援を通して、特選団体数の増加に
繋げるため、「元気なコミュニティ特選団体」の認定や、地域づ
くりフォーラムでの特選団体の活動紹介等の実施に取り組み、
令和６年度は新たに９団体が認定されたものの、認定済みの
団体が役員の高齢化等を原因として活動休止したことなどによ
り、伸び悩みました。

ふるさと振興部
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指標名 単位
現状値
（R3）

計画目標値
（R6）

実績値
（R6）

達成度
（R6）

C・D評価
の要因

子どもの幸
せ応援計画

の指標

ひとり親家
庭等自立促
進計画の指

標

子ども・子育
て事業支援

計画

関係計画

施策 担当部局具体の取組 番号
(第２期AP)

指標の状況

（２）子育て家庭を支
援する

コ　性別や年齢にか
かわらず活躍できる
社会をつくります

（イ）持続可能な地域
コミュニティづくり 467

出前講座受講者数（オンラインを含
む）［累計］

人 3,539 7,200 9,273 A 環境生活部

（２）子育て家庭を支
援する

コ　性別や年齢にか
かわらず活躍できる
社会をつくります 468

男女共同参画サポーターの男性認
定者数［累計］

人 12 40 35 B 環境生活部

（３）子どもを産む世
代が安心できる環境
をつくる

ア　結婚・家庭・子育
てに希望を持てる環
境づくりを推進します

68
結婚サポートセンター会員における
成婚者数［累計］

人 36 115 130 A 保健福祉部

（３）子どもを産む世
代が安心できる環境
をつくる

ア　結婚・家庭・子育
てに希望を持てる環
境づくりを推進します

71
不妊治療休暇制度等導入事業者数
〔累計〕

事業者 2 37 12 D
商工関係団体への普及啓発に取り組んだものの、事業者にお
いて、本休暇制度等導入に向けた理解醸成に時間を要してい
るなどの事情が考えられることから伸び悩みました。

保健福祉部

（３）子どもを産む世
代が安心できる環境
をつくる

ア　結婚・家庭・子育
てに希望を持てる環
境づくりを推進します 69

「いわて子育て応援の店」協賛店舗
数［累計］【再掲】

店舗 2,225 2,600 2,500 C
各業界団体への周知に取り組んだ結果、個人経営店舗は増加
したものの、大規模展開店舗等の参入が見られなかったため、
協賛店舗数は伸び悩みました。

保健福祉部 ○ ○ ○

（３）子どもを産む世
代が安心できる環境
をつくる

ア　結婚・家庭・子育
てに希望を持てる環
境づくりを推進します

78
いわて子育てにやさしい企業等認証
の認証数［累計］【再掲】

事業者 75 335 483 A 保健福祉部

（３）子どもを産む世
代が安心できる環境
をつくる

イ　安全・安心な出産
環境を整備します

23
妊娠届出者数のうち周産期医療情
報ネットワークに登録された妊婦の
割合

％ 97.9 100 - 未確定 保健福祉部

（３）子どもを産む世
代が安心できる環境
をつくる

イ　安全・安心な出産
環境を整備します 74

産後ケア事業実施市町村数（他市
町村との連携を含む）

市町村 26 33 33 A 保健福祉部

（３）子どもを産む世
代が安心できる環境
をつくる

ウ　若い世代の県内
就業を促進し、U・Ⅰ
ターンを推進します

278
岩手県内に将来働いてみたいと思う
企業がある高校生の割合

％ - 40.0 16.7 D

「いわてで働こう推進協議会」を中心とした取組により高校生等
を対象とした県内企業の魅力発信や企業活動内容の理解促
進に取り組みましたが、県内企業の情報や県内で働くイメージ
を浸透させることができず、「今は分からない」の回答が約６割
を占めました。

商工労働観光部

（３）子どもを産む世
代が安心できる環境
をつくる

ウ　若い世代の県内
就業を促進し、U・Ⅰ
ターンを推進します

279
ジョブカフェいわてのサービスを利用
して就職決定した人数［累計］

人 1,027 1,210 1,214 A 商工労働観光部 ○ ○

（３）子どもを産む世
代が安心できる環境
をつくる

ウ　若い世代の県内
就業を促進し、U・Ⅰ
ターンを推進します

280 大卒者３年以内の離職率 ％ 37.0 31.0 36.1 B 商工労働観光部

（３）子どもを産む世
代が安心できる環境
をつくる

290
県立職業能力開発施設における県
内企業への就職率

％ 83.6 81.2 86.5 A 商工労働観光部 ○ ○

※　「いわて県民計画（2019～2028）」第２期アクションプラン（政策推進プラン）中間見直しに伴い、R5の現状値に置き換えたもの。
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１　区域の設定 （金額単位：千円）

項目 担当室課等 令和５年度実施状況 関連事業名 決算額 令和６年度実施状況 関連事業名 決算額

　区域は、市町村が定める教育・保育提供区域を勘案して、教育・保育の量の
見込　み並びに実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその
実施時期を定める単位をいいます。
　県が定める区域は、市町村単位を１区域とします。したがって、全体で33区
域となります。

子ども子育て
支援室

２　各年度の量の見込と提供体制、実施時期（各年度における教育・保育の量の見込み並びに実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期）

項目 担当室課等 令和５年度実施状況 関連事業名 決算額 令和６年度実施状況 関連事業名 決算額

　各年度における県全域及び設定区域ごとの教育・保育の量の見込みは、別表
１－１及び別表１－２の「量の見込」欄のとおりとします。
　なお、幼稚園又は保育所から認定こども園に移行する場合にあっては、制度
の目的である認定こども園の普及の観点から、既に確保対策が量の見込を上
回っている場合にも、原則として認可を行う方針とします。
　県全域及び設定区域ごとの教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施
時期は、別表１－１及び別表１－２ の「確保の内容」欄のとおりとします。

子ども子育て
支援室

・教育・保育の提供体制の確保の内容（計画値）及び実績（R5.4.1現在）
は次のとおりです。
　１号認定 計画値 9,338人　実績 7,766人
　２号認定 計画値18,670人　実績18,085人
　３号認定 計画値14,676人　実績13,607人
※　特定教育・保育施設における確保の内容。

・教育・保育の提供体制の確保の内容（計画値）及び実績（R6.4.1現在）
は次のとおりです。
　１号認定 計画値 9,285人　実績 7,090人
　２号認定 計画値18,661人　実績17,624人
　３号認定 計画値14,754人　実績13,268人
※　特定教育・保育施設における確保の内容。

３　認定こども園の普及（子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の確保の内容）

項目 担当室課等 令和５年度実施状況 関連事業名 決算額 令和６年度実施状況 関連事業名 決算額

幼児教育の理解・
発展推進事業

572
幼児教育の理解・
発展推進事業 425

幼稚園教育推進費 165 幼稚園教育推進費 196

いわて幼児教育セ
ンター運営費

9,991
いわて幼児教育セ
ンター運営費

11,265

施設型給付費負担
金

7,525,633
施設型給付費負担
金

7,912,642

施設型給付費等補
助金

612,256
施設型給付費等補
助金

663,380

地域子ども・子育
て支援事業交付金

1,903,312
地域子ども・子育
て支援事業交付金

2,187,729

児童福祉施設等整
備費補助（児童館
等施設整備費補
助）

57,803

児童福祉施設等整
備費補助（児童館
等施設整備費補
助）

74,918

児童福祉研修事業
費

18,909
児童福祉研修事業
費

23,258

地域子育て活動推
進事業費

2,014
地域子育て活動推
進事業費

1,770

(3) 幼稚園教諭と保育士の合同研修に対する支援等
　　本県においては、これまでも園長等運営管理協議会等、幼稚園と保育所の
　合同研修を実施してきているところですが、今後においても認定こども園を
　普及していくことを踏まえ、幼稚園教諭と保育士の合同研修の重要性が高ま
　ることから、同研修の充実に努めます。
(4) 教育・保育及び地域子ども子育て支援事業の役割、提供の必要性等に係る
　基本的考え方及びその推進方策
　　各々の子どもや子育て環境の置かれた状況や地域の実情を踏まえ、幼児期
　の学校教育・保育、市町村が実施する地域子ども・子育て支援事業の量的拡
　充と質的改善を推進していきます。
　　また、質の高い教育・保育及び子育て支援を提供するためには、保護者以
　外に幼稚園教諭、保育士等子どもの育ちを支援する者の専門性や経験が極め
　て重要であることから、研修等によりその専門性の向上を図っていきます。
　併せて、幼児教育アドバイザーの養成や幼児教育センターの体制整備、施設
　整備等の良質な環境の確保に向けた関係機関との連携に努めます。
(5) 教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者の連携並びに認定こども園、
　幼稚園及び保育所と小学校等との連携の推進方策
　　質の高い教育・保育及び地域型保育事業を実施するためには、事業者同士
　が相互に連携し、協働しながら地域の実情に応じた取組を進めて行く必要が
　あります。
　　特に、教育・保育施設である認定こども園、幼稚園及び保育所は、子ども
　・子育て支援において地域の中核的な役割を担い、小規模保育等の地域型保
　育事業を担う者及び放課後児童健全育成事業（以下「放課後児童クラブ」と
　いう。）の地域子ども・子育て支援事業を行う者等と連携し、必要に応じて
　これらの者の保育の提供等に関する支援を行うことが求められます。
　　また、地域型保育事業について、満３歳以降も引き続き適切に質の高い教
　育・保育を利用できるよう、教育・保育施設と地域型保育事業を行う者との
　連携が必要です。
　　県としては、市町村の積極的な関与を促進することにより、事業者同士の
　円滑な連携が図られるよう取り組みます。
　　幼児期の教育に際しては、小学校教育との連携・接続についても、十分配
　慮することが必要です。また、保育を必要とする子どもが小学校就学後に円
　滑に放課後児童クラブを利用できるよう相互に連携を図ることが必要です。
　県としては、市町村の積極的な関与を促進することにより、関係機関同士の
　円滑な連携が図られるよう取り組みます。

教委事務局
学校教育室

・幼稚園教諭、保育士、保育教諭を対象として幼児教育の理解・発展推進
事業に係る研修会を実施しました。幼稚園教育要領等の適切な実施、幼児
教育の動向や研修者のニーズを踏まえ、研修の充実に努めました。（園長
等運営管理協議会、幼児教育研究協議会、保育技術研修会、市町村幼児教
育推進協議会）（４研修会、計444名参加）
・幼児教育指導資料を作成し、幼稚園等の関係機関に配布し、幼児教育の
向上に努めました。
・就学前教育の質の向上及び幼児教育と小学校教育の円滑な接続を目指
し、いわて幼児教育センターにおいて、保育者を対象とした各種研修会の
実施、幼児教育専門員による訪問支援、就学前教育に係る情報紙の発行等
を行いました。

・幼稚園教諭、保育士、保育教諭を対象として幼児教育の理解・発展推進
事業に係る研修会を実施しました。幼稚園教育要領等の適切な実施、幼児
教育の動向や研修者のニーズを踏まえ、研修の充実に努めました。（園長
等運営管理協議会、幼児教育研究協議会、保育技術研修会、市町村幼児教
育推進協議会）（４研修会、計436名参加）
・幼児教育指導資料を作成し、幼稚園等の関係機関に配布し、幼児教育の
向上に努めました。
・就学前教育の質の向上及び幼児教育と小学校教育の円滑な接続を目指
し、いわて幼児教育センターにおいて、保育者を対象とした各種研修会の
実施、幼児教育専門員による訪問支援、就学前教育に係る情報紙の発行等
を行いました。

子ども子育て
支援室

・幼児期の学校教育・保育、地域における多様な子ども・子育て支援の量
的拡充と質的改善の推進のため、子ども・子育て支援新制度の実施主体で
ある市町村に対し必要な財政支援等を行いました。（施設型給付費等負担
金、施設型給付費等補助金、地域子ども・子育て支援事業交付金）
・新任保育士の資質向上のための研修会を実施しました。
　（１回、66名参加）
・放課後児童支援員の資質向上のための研修会を実施しました。
　（１回、50名参加）
・事業者及び関係機関同士の円滑な連携のため、子ども・子育て支援新制
度の実施主体である市町村に対し、必要な助言等を行いました。

(1) 県設定区域ごとの認定こども園の目標設置数及び設置時期
　　県設定区域ごとの認定こども園の目標設置数及び設置時期は、別表２のと
　おりとします。
(2) 幼稚園及び保育所から認定こども園への移行に必要な支援その他地域の事
　情に応じた認定こども園の普及に係る基本的考え方
　　認定こども園は幼稚園及び保育所の機能を併せ持ち、保護者の就労状況及
　びその変化等によらず柔軟に子どもを受け入れられる施設であるという特徴
　を踏まえ、幼稚園、保育所及び保護者への情報提供等を通じその普及を図り
　ます。
　　そのため、県は、幼稚園及び保育所から認定こども園への移行を希望する
　施設に対しては、移行手続き等の情報提供やきめ細かな相談に対応するとと
　ともに、国の補助金等を最大限活用しながら必要な財政措置を講じ、より多
　くの施設の設置に向けて取り組みます。
　　また、幼保連携型認定こども園は、認可手続きを簡素化した制度改正の趣
　旨を踏まえ、その普及に取り組みます。

子ども子育て
支援室

・認定こども園の目標設置数及び実績は次のとおりです。
　　目標設置数 １か所　実績 ８か所
・認定こども園の設置状況や設置の手続き等について、県のホームページ
を通じて情報提供を行いました。
・認定こども園の施設整備を支援しています。
　（補助件数：８件）
・県内の幼保連携型認定こども園は126施設となりました。
　（R5.4.1現在、対前年度比＋８施設）
 
※令和５年４月１日のこども家庭庁の創設に伴い、認定こども園向け施設
整備補助金の一元化を目的に「就学前教育・保育施設整備交付金」を創設
し、国直轄事業として実施しています。

・認定こども園の目標設置数及び実績は次のとおりです。
　　目標設置数 ０か所　実績 16か所
・認定こども園の設置状況や設置の手続き等について、県のホームページ
を通じて情報提供を行いました。
・認定こども園の施設整備を支援しています。
　（補助件数：７件）
・県内の幼保連携型認定こども園は142施設となりました。
　（R6.4.1現在、対前年度比＋16施設）
 
※令和５年４月１日のこども家庭庁の創設に伴い、認定こども園向け施設
整備補助金の一元化を目的に「就学前教育・保育施設整備交付金」を創設
し、国直轄事業として実施しています。

・幼児期の学校教育・保育、地域における多様な子ども・子育て支援の量
的拡充と質的改善の推進のため、子ども・子育て支援新制度の実施主体で
ある市町村に対し必要な財政支援等を行いました。（施設型給付費等負担
金、施設型給付費等補助金、地域子ども・子育て支援事業交付金）
・新任保育士の資質向上のための研修会を実施しました。
　（１回、51名参加）
・放課後児童支援員の資質向上のための研修会は、公募に応じる事業者が
いなかったため、実施なし。
・事業者及び関係機関同士の円滑な連携のため、子ども・子育て支援新制
度の実施主体である市町村に対し、必要な助言等を行いました。

岩手県子ども・子育て支援事業支援計画（2020～2024）　実施状況一覧 参考資料２（資料No.1－2関
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４　子育てのための施設等利用給付の円滑な実施（子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保を図るために必要な市町村との連携）

項目 担当室課等 令和５年度実施状況 関連事業名 決算額 令和６年度実施状況 関連事業名 決算額

　子育てのための施設等利用給付が円滑に行われるよう、市町村が実施する特
定子ども・子育て支援施設等の確認や公示、指導等に際し、県が保有する施設
等の情報の共有等を通じて、その取組を支援します。

子ども子育て
支援室

・子育てのための施設等利用給付が円滑に行われるよう、子ども・子育て
支援新制度の実施主体である市町村に対し必要な情報提供及び財政支援を
行いました。

施設等利用費負担
金

38,174

・子育てのための施設等利用給付が円滑に行われるよう、子ども・子育て
支援新制度の実施主体である市町村に対し必要な情報提供及び財政支援を
行いました。

施設等利用費負担
金

43,863

５　実施者・従事者の確保及び資質向上（特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者並びに地域子ども・子育て支援事業に従事する者の確保及び資質の向上）

項目 担当室課等 令和５年度実施状況 関連事業名 決算額 令和６年度実施状況 関連事業名 決算額

教委事務局
学校教育室

・教育公務員特例法の規定に基づき、現職教育の一貫として教諭等の資質
向上を図ることを目的として幼稚園等初任者研修、幼稚園等中堅教諭等資
質向上研修を実施しました。総合教育センターで実施する園外研修につい
ては、私立幼稚園教諭、認定こども園保育教諭、保育所保育士の研修希望
を積極的に受け入れて実施しました。（初任者研修38名、中堅研19名）

幼稚園等初任者研
修事業

801

・教育公務員特例法の規定に基づき、現職教育の一貫として教諭等の資質
向上を図ることを目的として幼稚園等初任者研修、幼稚園等中堅教諭等資
質向上研修を実施しました。総合教育センターで実施する園外研修につい
ては、私立幼稚園教諭、認定こども園保育教諭、保育所保育士の研修希望
を積極的に受け入れて実施しました。（初任者研修47名、中堅研23名）

幼稚園等初任者研
修事業

416

保育対策総合支援
事業費

133,456
保育対策総合支援
事業費

160,074

児童福祉研修事業
費

18,909
児童福祉研修事業
費

23,258

地域子育て活動推
進事業費

2,014
地域子育て活動推
進事業費

1,770

６　専門的な知識・技術を要する支援（子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する施策並びにその円滑な実施を図るために必要な市町村との連携）

項目 担当室課等 令和５年度実施状況 関連事業名 決算額 令和６年度実施状況 関連事業名 決算額

・国の児童相談所体制強化プランに基づき、児童相談所に児童福祉司を62
名配置しました。（前年比５名の増）
・児童福祉司等義務研修を開催し、対応力の向上に努めました。
　　①任用前講習会（修了者12名）
　　②任用後研修　（修了者７名）
　　③指導教育担当児童福祉司任用前研修（６名受講）
　　④要保護児童対策地域協議会調整担当者研修（18名受講）
・　国が運用する「虐待防止のためのSNS相談支援システム」を活用し、
SNSによる相談対応を実施しました。

児童養育支援ネッ
トワーク事業費

22,524

・国の児童相談所体制強化プランに基づき、児童相談所に児童福祉司を65
名配置しました。（前年比３名の増）
・児童福祉司等義務研修を開催し、対応力の向上に努めました。
　　①任用前講習会（修了者14名）
　　②任用後研修　（修了者15名）
　　③指導教育担当児童福祉司任用前研修（６名受講）
　　④要保護児童対策地域協議会調整担当者研修（30名受講）
・　国が運用する「虐待防止のためのSNS相談支援システム」を活用し、
SNSによる相談対応を実施しました。

児童養育支援ネッ
トワーク事業費

24,348

・「児童虐待防止アクションプラン（2021-2025）」に基づき、児童虐待の
予防、早期発見、早期対応への取り組みを進めました。
・児童相談所と警察との連携強化のため、臨検捜索の合同訓練を実施。訓
練終了後には、児童相談所と警察の連絡会議を開催し、意見交換などを行
いました。
・児童虐待防止等について県民等への啓発を図るために開催している「子
ども虐待防止フォーラム」において、今年度は「こどもに手をあげてしま
う親のこころ」をテーマに講演を実施しました。
　参加者数：118名

児童養育支援ネッ
トワーク事業費

22,524

・「児童虐待防止アクションプラン（2021-2025）」に基づき、児童虐待の
予防、早期発見、早期対応への取り組みを進めました。
・児童相談所と警察との連携強化のため、臨検捜索の合同訓練を実施。訓
練終了後には、児童相談所と警察の連絡会議を開催し、意見交換などを行
いました。
・児童虐待防止等について県民等への啓発を図るために開催している「子
ども虐待防止フォーラム」において、今年度は「REAL VOICE」の無料上映
会を実施しました。
　参加者数：85名

児童養育支援ネッ
トワーク事業費

24,348

・育児不安を抱える妊産婦への相談対応などに従事する市町村保健師等の
資質向上を図るため、各保健所において「妊産婦メンタルヘルスケア研修
会・事例検討会」を開催しました。
・保健所では、産科医療機関等の医師、助産師、市町村保健師などを参集
した連絡会等を開催し、産後うつに対する支援体制を検討するなど、地域
の産後うつ対策の取組の推進を図りました。
・各市町村において、医療機関と連携を図りながら、妊婦健診や質問票を
用いた産後うつ病に係る対応、乳児家庭全戸訪問事業や養育訪問支援事業
等を実施し、妊産婦及び乳幼児に係る要支援家庭への支援を実施しまし
た。

性と健康の相談セ
ンター事業

4,346

・育児不安を抱える妊産婦への相談対応などに従事する市町村保健師等の
資質向上を図るため、各保健所において「妊産婦メンタルヘルスケア研修
会・事例検討会」を開催しました。
・保健所では、産科医療機関等の医師、助産師、市町村保健師などを参集
した連絡会等を開催し、産後うつに対する支援体制を検討するなど、地域
の産後うつ対策の取組の推進を図りました。
・各市町村において、医療機関と連携を図りながら、妊婦健診や質問票を
用いた産後うつ病に係る対応、乳児家庭全戸訪問事業や養育訪問支援事業
等を実施し、妊産婦及び乳幼児に係る要支援家庭への支援を実施しまし
た。

性と健康の相談セ
ンター事業

4,349

　質の高い特定教育・保育等の事業の提供に当たって基本となるのは人材であ
り、県及び事業者は人材の確保に努めます。
　県は「岩手県保育士・保育所支援センター」を保育士確保に関する中心的な
実施機関と位置づけ、保育士資格を有しているものの、保育等に従事していな
い、いわゆる「潜在保育士」の再就職への情報提供、保育所と潜在保育士との
マッチング等を通じ、保育士確保に努めます。
　また、保育士資格の新規取得者の確保、潜在保育士の再就職支援を図るた
め、保育士資格の取得を目指す学生に対する修学資金や潜在保育士の再就職の
ための準備等に必要な費用の貸付を行います。
　さらに、職員給与の改善等処遇改善を図り、働く魅力を感じ、働き続けたい
職場環境の構築を図ります。
　加えて、県内の保育士養成施設及び公共職業安定所等との連絡会議を通じ、
相互の連携を図り就業の促進に努めます。
　幼保連携型認定こども園に従事する保育教諭については、幼稚園教諭免許と
保育士資格を併有することが必要であることから、令和６年度まで期間が延長
された片方の免許又は資格のみを有している者の併有を促進するための特例措
置について、対象者に周知を行うなど、その免許又は資格の取得を促進してい
きます。
　また、放課後児童クラブに従事する放課後児童支援員の確保に向けた資格取
得のために必要な研修に取り組みます。
　特定教育・保育施設に従事する者の段階に応じた研修を引き続き実施し、資
質の向上を図ります。また、地域子ども・子育て支援事業に従事する者の資質
の向上については、放課後児童クラブの従事者等のための研修を引き続き実施
するとともに、市町村が実施する研修等の支援を行います。

子ども子育て
支援室

・保育士・保育所支援センターにおいて、保育士養成施設や公共職業安定
所等と連携を図り、マッチングを行っています。
　（マッチング件数：100件）
・保育士資格の取得を目指す学生を対象に修学資金の貸付けを行いまし
た。
　（新規貸付：30件）
・保育士等の給与の改善等の取組に対して支援しました。
　（特定教育・保育施設等の処遇改善等加算Ⅰ　実施率100％）
・新任保育士の資質向上のための研修会を実施しました。
　（１回、66名参加）
・潜在保育士の就業支援のための研修会を実施しました。
　（４回、28名参加）
・保育教諭確保のため、保育士資格取得の支援を行っています。
　（補助実績１件）
・放課後児童支援員の資格取得のための研修会を実施しました。
　（４回、190名受講、184名修了）
・放課後児童支援員の資質向上のための研修会を実施しました。
　（１回、50名参加）

・保育士・保育所支援センターにおいて、保育士養成施設や公共職業安定
所等と連携を図り、マッチングを行っています。
　（マッチング件数：100件）
・保育士資格の取得を目指す学生を対象に修学資金の貸付けを行いまし
た。
　（新規貸付：28件）
・保育士等の給与の改善等の取組に対して支援しました。
　（特定教育・保育施設等の処遇改善等加算Ⅰ　実施率100％）
・新任保育士の資質向上のための研修会を実施しました。
　（１回、51名参加）
・潜在保育士の就業支援のための研修会を実施しました。
　（３回、35名参加）
・保育教諭確保のため、保育士資格取得の支援を行っています。
　（補助実績０件）
・放課後児童支援員の資格取得のための研修会を実施しました。
　（４回、197名受講、190名修了）
・放課後児童支援員の資質向上のための研修会は、公募に応じる事業者が
いなかったため、実施なし。

(1)　児童虐待防止対策の充実
　　すべての子どもが安心して暮らすことができる社会の実現を目指し、「児
　童虐待防止アクションプラン」に基づき、市町村の児童家庭相談体制の充実
　や要保護児童対策地域協議会の機能強化に向けた支援、児童相談所の体制・
　専門性強化、関係機関との連携に努めるなど、虐待予防のための早期対応か
　ら発生時の迅速な対応、虐待を受けた子どもの自立支援等に至るまで、切れ
　目ない支援体制の充実に向けた取組を推進します。

子ども子育て
支援室
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項目 担当室課等 令和５年度実施状況 関連事業名 決算額 令和６年度実施状況 関連事業名 決算額

・各児童相談所、乳児院・児童養護施設、県里親会との連携体制に加え、
今年度、里親養育包括支援機関（フォスタリング機関）を委託設置し、里
親リクルートや研修から委託後の相談支援体制の強化の取組を進めていま
す。
　里親新規登録数　22組

里親委託促進事業
費

18,103

・各児童相談所、乳児院・児童養護施設、県里親会との連携体制に加え、
今年度、里親養育包括支援機関（フォスタリング機関）を委託設置し、里
親リクルートや研修から委託後の相談支援体制の強化の取組を進めていま
す。
　里親新規登録数　18組

里親委託促進事業
費

18,101

児童養護施設等を退所し、進学・就職する者の生活安定と円滑な自立に資
するための相談支援を実施するとともに、措置解除後も引き続き施設や里
親を利用する際の居住費・生活費を支給しました。
　支援対象児童　54名

社会的養護自立支
援事業費

14,312

里親委託や児童養護施設入所措置が解除される者等について、措置解除後
の生活安定と円滑な社会自立を図るために、退所後継続支援計画の策定や
相談支援を実施しました。
　継続支援計画作成人数　30人
　生活相談支援人数　　　98人

社会的養護自立支
援事業費

10,494

児童養護施設等を退所し、進学・就職する者の生活安定と円滑な自立に資
するため、家賃・生活費等の貸付を行いました。
　貸付件数　27件（R5.8現在）

児童養護施設退所
者等自立支援資金
貸付事業費補助

1,129

児童養護施設等を退所し、進学・就職する者の生活安定と円滑な自立に資
するため、家賃・生活費等の貸付を行いました。
　貸付件数　33件（R6.8現在）

児童養護施設退所
者等自立支援資金
貸付事業費

16,692

隔年で実施するため、R5は実施なし。

児童養育支援ネッ
トワーク事業費

25,643

児童養護施設等の職員の資質向上を図るため、各施設の指導的な職員を養
成する「基幹的職員研修」を開催しました。
　受講者：　15名

児童養育支援ネッ
トワーク事業費

24,348

ひとり親家庭等セ
ルフサポート事業
費

3,538
ひとり親家庭等セ
ルフサポート事業
費

3,420

ひとり親家庭等総
合相談支援事業

7,180
ひとり親家庭等総
合相談支援事業

9,683

家庭児童相談室設
置費

501
家庭児童相談室設
置費

471

母子福祉対策費 9,681 母子福祉対策費 8,826

ひとり親家庭等セ
ルフサポート事業
費

3,538
ひとり親家庭等セ
ルフサポート事業
費

3,420

ひとり親家庭等日
常生活支援事業費

90
ひとり親家庭等日
常生活支援事業費

119

地域子ども・子育
て支援事業交付金

1,903,312
地域子ども・子育
て支援事業交付金

2,187,729

・ひとり親家庭等就業・自立支援センターの養育費相談員が養育費相談を
行ったほか、ひとり親家庭の親を対象とした就業支援講習会の中で養育費
についての情報提供を行いました。
（相談件数　316件）
・岩手県ひとり親家庭等就業・自立支援センターにおいて弁護士による無
料法律相談を実施しました。
（開催回数：48回、相談延べ件数：71件）

母子福祉対策費 9,681

・ひとり親家庭等就業・自立支援センターの養育費相談員が養育費相談を
行ったほか、ひとり親家庭の親を対象とした就業支援講習会の中で養育費
についての情報提供を行いました。
（相談件数　492件）
・岩手県ひとり親家庭等就業・自立支援センターにおいて弁護士による無
料法律相談を実施しました。
（開催回数：51回、相談延べ件数：72件）

母子福祉対策費 8,826

母子福祉資金貸付
金、父子福祉資金
貸付金、寡婦福祉
資金貸付金

295,046

母子福祉資金貸付
金、父子福祉資金
貸付金、寡婦福祉
資金貸付金

285,338

児童扶養手当支給
事業費

700,851
児童扶養手当支給
事業費

699,611

健康国保課

ひとり親家庭における適正な医療を確保するため、市町村に対して事業に
かかる経費の1/2を補助しました。
R5補助実績額　255,623千円

ひとり親家庭医療
費助成事業

255,623

ひとり親家庭における適正な医療を確保するため、市町村に対して事業に
かかる経費の1/2を補助しました。
R6補助実績額　252,468千円

ひとり親家庭医療
費助成事業

252,468

・保育所におけるひとり親家庭の子の優先入所については、H26.9.30付厚
労省雇用均等・児童家庭局長通知により各市町村において実施されている
ほか、地域子ども・子育て支援事業においては、ファミリー・サポート・
センター事業などにおいてひとり親家庭の利用希望者を優先的に取り扱う
などの運用がなされています。
　（地域子育て支援拠点事業実施市町村：29市町村）
　（子育て短期支援事業実施市町村：7市町）
　（ファミリー・サポート・センター事業実施市町村：16市町）
・放課後児童クラブについては、ひとり親家庭の優先利用の取組みのほ
か、利用料の軽減措置も講じられています。
　（利用料軽減措置実施市町村数：21市町村）
・ひとり親家庭等日常生活支援事業を実施し、就業、求職活動、疾病など
により一時的に家事援助、保育等のサービスが必要となった際に、家庭生
活支援員を派遣しました。
　（利用回数9回、38単位）

・保育所におけるひとり親家庭の子の優先入所については、H26.9.30付厚
労省雇用均等・児童家庭局長通知により各市町村において実施されている
ほか、地域子ども・子育て支援事業においては、ファミリー・サポート・
センター事業などにおいてひとり親家庭の利用希望者を優先的に取り扱う
などの運用がなされています。
　（地域子育て支援拠点事業実施市町村：24市町村）
　（子育て短期支援事業実施市町村：９市町）
　（ファミリー・サポート・センター事業実施市町村：14市町）
・放課後児童クラブについては、ひとり親家庭の優先利用の取組みのほ
か、利用料の軽減措置も講じられています。
　（利用料軽減措置実施市町村数：21市町村）
・ひとり親家庭等日常生活支援事業を実施し、就業、求職活動、疾病など
により一時的に家事援助、保育等のサービスが必要となった際に、家庭生
活支援員を派遣しました。
　（利用回数17回、77単位）

子ども子育て
支援室

(3) ひとり親家庭の自立支援の推進
　　ひとり親家庭等の親が仕事と子育てを両立しながら経済的に自立するとと
　もに、子どもが心身ともに健やかに成長できる地域社会の実現を目指し、
　「ひとり親家庭等自立促進計画」に基づき、相談機能や就業支援対策の充
　実、子育て支援・生活環境の整備、子どもへの支援の充実、養育費確保の促
　進、経済的支援の充実や被災遺児孤児の家庭の支援の充実に向けて、市町村
　等の関係機関と連携してひとり親家庭の自立支援を推進します。

子ども子育て
支援室

・母子・父子自立支援員の資質向上のため、東北・北海道ブロック会議及
び養育費等の相談に関する研修会へ参加しました。（札幌市開催）
・地域でひとり親家庭等の支援に携わる民生・児童委員などの対応力向上
のため、支援者研修会を行いました。
・「ひとり親家庭出張個別相談会」を県内30市町村において延べ38回実施
し、34件の相談に対応、相談機能の充実を図りました。

・母子・父子自立支援員の資質向上のため、東北・北海道ブロック会議及
び養育費等の相談に関する研修会へ参加しました。（仙台市開催）
・地域でひとり親家庭等の支援に携わる民生・児童委員などの対応力向上
のため、支援者研修会を行いました。
・「ひとり親家庭出張個別相談会」を県内30市町村において延べ38回実施
し、30件の相談に対応、相談機能の充実を図りました。

・岩手県ひとり親家庭等就業・自立支援センターの就業相談員が企業訪問
を行い、ひとり親家庭の求人開拓を行ったほか、公共職業安定所や市町村
等の関係機関に対し、ひとり親家庭等の就業に係る情報提供や情報収集を
行っています。
（企業訪問48件、関係機関訪問33件、求人開拓32件)
・ひとり親家庭の親が就職に有利になる資格取得の支援のため、自立支援
教育訓練給付金や高等職業訓練促進給付金を支給します。
（実績：自立支援教育訓練給付金１人、高等職業訓練給付金３人）

・岩手県ひとり親家庭等就業・自立支援センターの就業相談員が企業訪問
を行い、ひとり親家庭の求人開拓を行ったほか、公共職業安定所や市町村
等の関係機関に対し、ひとり親家庭等の就業に係る情報提供や情報収集を
行っています。
（企業訪問48件、関係機関訪問23件、求人開拓28件)
・ひとり親家庭の親が就職に有利になる資格取得の支援のため、自立支援
教育訓練給付金や高等職業訓練促進給付金を支給します。
（実績：自立支援教育訓練給付金２人、高等職業訓練給付金４人）

・母子父子寡婦福祉資金の貸付を行いました。
・児童扶養手当を支給しました（R6.3時点8,147世帯）。

・母子父子寡婦福祉資金の貸付を行いました。
・児童扶養手当を支給しました（R7.3時点5,989世帯）。

(2) 社会的養護体制の充実
　　家庭環境に恵まれず社会的養護を必要とする子どもたちが、適切な支援や
　ケアを受けながら家庭的環境で養育されよう「社会的養育推進計画」に基づ
　き、子どもの権利擁護、里親委託の推進、児童養護施設等の小規模化や高機
　能化及び多機能化、施設等から円滑に自立するための社会的養護自立支援の
　推進等の取組を推進します。
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項目 担当室課等 令和５年度実施状況 関連事業名 決算額 令和６年度実施状況 関連事業名 決算額

・「子どもの居場所ネットワークいわて」のコーディネーター２名によ
り、「子どもの居場所」の新規開設や運営継続等関する支援を実施しまし
た。
・　次期「子どもの幸せ応援計画」等の策定や支援施策検討のための基礎
データ収集を目的に、小学５年生・中学２年生とその保護者全てを対象と
して、アンケート調査を実施しました。

子どもの未来応援
地域ネットワーク
形成支援事業費

10,131

・「子どもの居場所ネットワークいわて」のコーディネーター２名によ
り、「子どもの居場所」の新規開設や運営継続等関する支援を実施しまし
た。 子どもの未来応援

地域ネットワーク
形成支援事業費

8,635

被災児童への支援について、定期的な実態把握、親族里親への支援、被災
した子どもの心のケアを継続して実施しました。
・親族里親等への委託
　　委託児童数： ３名
　　委託里親数： ３組
・里親サロン
　県里親会に委託し、宮古、釜石、気仙の3地区で開催
　　開催数：９回
・　いわてこどもケアセンター
　　岩手医科大学附属病院児童精神科と密接な連携を図りながら、巡回相
談、研修事業等を継続して実施。
　　巡回相談件数：延べ　1,646件

被災児童対策事業
費

54,439

被災児童への支援について、定期的な実態把握、親族里親への支援、被災
した子どもの心のケアを継続して実施しました。
・親族里親等への委託
　　委託児童数： ３名
　　委託里親数： ３組
・里親サロン
　県里親会に委託し、宮古、釜石、気仙の3地区で開催
　　開催数：９回
・　いわてこどもケアセンター
　　岩手医科大学附属病院児童精神科と密接な連携を図りながら、巡回相
　談、研修事業等を継続して実施。
　　巡回相談件数：延べ　2,007件

被災児童対策事業
費

56,002

発達障がい児等支
援事業費

1,641
発達障がい児等支
援事業費

1,665

重症心身障がい児
（者）等支援事業
費

28,155
重症心身障がい児
（者）等支援事業
費

16,186

教委事務局
学校教育室

・県立特別支援学校における令和５年度の外部からの教育相談（就学相
談、個別指導、学校見学等）の対応件数は2,112件、研修対応件数は84件で
あり、地域におけるセンター的役割を担い、幼稚園、保育所、小・中学
校、義務教育学校、高等学校からの相談・支援要請に積極的に応じまし
た。

・県立特別支援学校における令和６年度の外部からの教育相談（就学相
談、個別指導、学校見学等）の対応件数は1,907件、研修対応件数は91件で
あり、地域におけるセンター的役割を担い、幼稚園、保育所、小・中学
校、義務教育学校、高等学校からの相談・支援要請に積極的に応じまし
た。

７　市町村の区域を超えた広域的な見地から行う調整

項目 担当室課等 令和５年度実施状況 関連事業名 決算額 令和６年度実施状況 関連事業名 決算額

子ども・子育て支援事業計画作成時の調整
ア　市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に当たって、市町村
　の区域を超えた教育・保育等の利用が行われている場合には、教育・保育の
　量の見込み並びに教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期につ
　いて、関係市町村と調整を行います。
イ　 県は、当該市町村間の調整が整わない場合等必要な場合において、地域の
　実情に応じ、市町村の区域を超えた広域的な見地からの調整を行います。
　　この調整の方法は、以下のとおりとします。
　(ｱ)  調整を必要とする市町村は、県に調整を求める文書を提出します。
　(ｲ)  県は、要請に基づき関係市町村と協議、調整を行います。

子ども子育て
支援室

８　教育・保育情報の公表

項目 担当室課等 令和５年度実施状況 関連事業名 決算額 令和６年度実施状況 関連事業名 決算額

　県は、子どもの保護者等が適切かつ円滑に特定教育・保育施設又は特定地域
型保育事業を利用する機会を確保するため、法人や特定教育・保育施設の基本
情報について県ホームページを通じ公表します。

子ども子育て
支援室

・法人や特定教育・保育施設等の基本情報について、県ホームページに掲
載したほか、地域の認定こども園や保育所、幼稚園などの情報を検索でき
る「子ども・子育て支援情報公表システム」を通じた情報提供を行ってい
ます。

・法人や特定教育・保育施設等の基本情報について、県ホームページに掲
載したほか、地域の認定こども園や保育所、幼稚園などの情報を検索でき
る「子ども・子育て支援情報公表システム」を通じた情報提供を行ってい
ます。

(4)　子どもの貧困対策の推進
　　子どもの現在及び将来がその生まれ育った環境に左右されることなく、子
　どもたちが自分の将来に希望を持てる社会の実現を目指し、「子どもの貧困
　対策推進計画」に基づき、教育の支援、生活の安定に資するための支援、保
　護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援、経済的支
　援、被災児童等に対する支援を、市町村等の関係機関と連携して、総合的に
　推進します。

子ども子育て
支援室

(5)　障がい児施策の充実等
　　障がい児やその家族が身近な地域で必要な支援を受けられるよう、「岩手
県障がい児福祉計画」に基づき、障がいの早期発見・早期支援に向けた関係
機関の連携や地域支援体制の整備、相談支援の提供体制の確保を図るととも
に、重症心身障がい児や医療的ケア児に対する支援体制の充実を図ります。
　　障がい児の通所支援、在宅支援の体制整備に当たっては、認定こども園、
幼稚園及び保育所や、放課後児童クラブ等の子育て支援施策との連携を図りま
す。
　　障がい児に対して、市町村における保健、医療、福祉、教育等の各種施策
が体系的かつ円滑に実施されるよう、岩手県障がい者自立支援協議会療育部会
及び岩手県立療育センターが地域自立支援協議会療育関係部会との連携を図
り、地域療育支援ネットワークの構築と機能の充実を図ります。

障がい保健
福祉課

・療育センター相談支援部が市町村の発達支援関係者ミーティングに参加
し、助言等を実施しました。
・岩手県障がい者自立支援協議会療育部会（１月23日開催）、岩手県重症
心身障がい児・者及び医療的ケア児・者支援推進会議（８月24日及び２月
５日開催）等の場を通じて、施設、医療関係者から意見を聴取しながら、
岩手県立療育センターが中核となり、入所施設や医療機関との連携による
支援ネットワークの構築を図りました。
・医療的ケア児支援法に基づき、「岩手県医療的ケア児支援センター」を
設置し、284件の相談に対応しました。
・発達障がい者支援センターにおいて、「発達障害者地域支援マネ
ジャー」を配置し、各地域を巡回し、技術的支援を実施しました。また、
令和５年度で、相談支援の実施（3,624件）、研修の実施（85件）、連絡協
議会の開催など関係機関等の連携に係る活動（190件）等を実施しました。
・支援ニーズが増大する在宅の重症心身障がい児・者及び発達障がい児・
者に対し、一定の支援は地域で提供できるようにするため、障害福祉サー
ビス事業所に勤務する看護職や相談支援事業所等に勤務する相談支援専門
員を対象に支援者育成事業を実施しました。
・医療的ケアを提供する看護職を対象に、成人とは異なる小児の障がい特
性等への対応に重点を置いた実技研修を実施しました。
・家族支援体制の整備のため「ペアレントメンター養成事業」及び「ペア
レントトレーニング」の研修を実施しました。
・発達障がい児が日頃より受診する小児科等の主治医（かかりつけ医）に
対する研修を令５年12月17日に実施（オンデマンド配信も実施）し、対応
力向上を図りました。

・療育センター相談支援部が市町村の発達支援関係者ミーティングに参加
し、助言等を実施しました。
・岩手県障がい者自立支援協議会療育部会（９月17日開催）、岩手県重症
心身障がい児・者及び医療的ケア児・者支援推進会議（２月４日開催）等
の場を通じて、施設、医療関係者から意見を聴取しながら、岩手県立療育
センターが中核となり、入所施設や医療機関との連携による支援ネット
ワークの構築を図りました。
・医療的ケア児支援法に基づき、「岩手県医療的ケア児支援センター」を
設置し、307件の相談に対応しました。
・発達障がい者支援センターにおいて、「発達障害者地域支援マネ
ジャー」を配置し、各地域を巡回し、技術的支援を実施しました。また、
令和６年度で、相談支援の実施（4,313件）、研修の実施（84件）、連絡協
議会の開催など関係機関等の連携に係る活動（375件）等を実施しました。
・支援ニーズが増大する在宅の重症心身障がい児・者及び発達障がい児・
者に対し、一定の支援は地域で提供できるようにするため、障害福祉サー
ビス事業所に勤務する看護職や相談支援事業所等に勤務する相談支援専門
員を対象に支援者育成事業を実施しました。
・医療的ケアを提供する看護職を対象に、成人とは異なる小児の障がい特
性等への対応に重点を置いた実技研修を実施しました。
・家族支援体制の整備のため「ペアレントメンター養成事業」及び「ペア
レントトレーニング」の研修を実施しました。
・発達障がい児が日頃より受診する小児科等の主治医（かかりつけ医）に
対する研修を令和７年１月26日に実施（オンデマンド配信も実施）し、対
応力向上を図りました。
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９　職業生活と家庭生活の両立（労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関する施策との連携）

項目 担当室課等 令和５年度実施状況 関連事業名 決算額 令和６年度実施状況 関連事業名 決算額

・経営者・管理職向け女性活躍セミナー（オンライン・11/9開催60名参
加、11/21開催61名参加）を実施し、ワーク・ライフ・バランスの推進を
図っています。 いわて女性活躍支

援強化事業費
10,298

・経営者・管理職向け女性活躍セミナー（オンライン・10/25開催95名参
加、11/7開催31名参加）を実施し、ワーク・ライフ・バランスの推進を
図っています。 いわて女性活躍支

援強化事業費
3,965

R6新規 ・家事・育児負担の現状と理想を見える化する「家事育児シェアシート」
の利用促進や公民連携によるキャンペーンの実施により、男女が協力して
家事・育児を行う意識醸成を図りました。

いわて家事・育児
シェア普及推進事
業費

2,727

定住推進・雇
用労働室

・企業の経営者や人事労務管理担当者等を対象とした働き方改革に係る研
修会等を開催したほか、優れた取組の表彰や事例発表により普及啓発に取
り組みました。
（研修会等：６回、125人参加）

いわて働き方改革
加速化推進事業費

8,165

・企業の経営者や人事労務管理担当者等を対象とした働き方改革に係る研
修会等を開催したほか、優れた取組の表彰や事例発表により普及啓発に取
り組みました。
（研修会等：５回、延べ124人参加）

いわて働き方改革
加速化推進事業費

7,760

・「いわて子育てにやさしい企業等」認証の拡大を図るため、優遇措置の
見直し・拡充のほか、企業等訪問による働きかけを実施しました。
（認証件数計68件）
・「いわて子育てにやさしい企業等」認証の周知に当たり、環境生活部所
管の女性活躍推進員の活動と連携を図ったほか、県営建設工事の総合評価
落札方式条件付一般競争入札における技術提案評価項目への追加など、認
証に係る優遇措置についてアピールしながら、認証の拡大に取り組みまし
た。

子育て応援推進事
業

2,946

・「いわて子育てにやさしい企業等」認証の拡大を図るため、優遇措置の
見直し・拡充のほか、企業等訪問による働きかけを実施しました。
（認証件数計112件）
・「いわて子育てにやさしい企業等」認証の周知に当たり、環境生活部所
管の女性活躍推進員の活動と連携を図ったほか、県営建設工事の総合評価
落札方式条件付一般競争入札における技術提案評価項目への追加など、認
証に係る優遇措置についてアピールしながら、認証の拡大に取り組みまし
た。

子育て応援推進事
業

4,192

施設型給付費負担
金

7,525,633
施設型給付費負担
金

7,912,642

施設等利用費負担
金

38,174
施設等利用費負担
金

43,863

施設型給付費等補
助金

612,256
施設型給付費等補
助金

663,380

地域子ども・子育
て支援事業交付金

1,903,312
地域子ども・子育
て支援事業交付金

2,187,729

保育対策総合支援
事業費

133,456
保育対策総合支援
事業費

160,074

９　計画期間（岩手県子ども・子育て支援事業支援計画の期間）

項目 担当室課等 令和５年度実施状況 関連事業名 決算額 令和６年度実施状況 関連事業名 決算額

　本計画の期間は、令和２年度を初年度とし、令和６年度までの５年間としま
す。

子ども子育て
支援室

10　計画の点検及び評価（岩手県子ども・子育て支援事業支援計画の達成状況の点検及び評価）

項目 担当室課等 令和５年度実施状況 関連事業名 決算額 令和６年度実施状況 関連事業名 決算額

ア　県は、各年度において、子ども・子育て支援事業支援計画に基づく施策の
　実施状況（教育・保育施設や地域型保育事業の認可等の状況を含む。）につ
　いて点検、評価し、その結果を公表します。
　　評価に当たっては、「いわて県民計画（2019～2028）」の第１期アクショ
　ンプランである、政策推進プラン（計画期間：令和元年度～令和４年度）に
　おいて設定している指標により実施します。
　　なお、政策推進プランは令和４年度までを計画期間としていることから、
　次期アクションプランが策定された時点で、指標や目標値等を置き換えるこ
　ととします。
イ　市町村で認定を受けた保護者の認定区分ごとの人数が、市町村の定めた量
　の見込みと大きく乖離するなどにより、市町村が計画を見直した場合にあっ
　ては、県はその見直し状況を踏まえ必要な場合には県計画の見直しを行いま
　す。

子ども子育て
支援室

・幼児期の学校教育・保育、地域における多様な子ども・子育て支援の量
的拡充と質的改善の推進のため、子ども・子育て支援新制度の実施主体で
ある市町村に対し必要な財政支援等を行いました。
　（施設型給付費等負担金、施設等利用費負担金、施設型給付費等補助
金、地域子ども・子育て支援事業交付金）
・保育所の指導監査を実施しました。
　（各施設年１回）
・認定こども園の県内の設置状況や設置の手続き等について、県のホーム
ページを通じて情報提供を行いました。
・認定こども園の施設整備を支援しました。
　（補助件数：８件）
・特定地域型保育事業は、14市町101か所で実施されました。
　（R4.4.1現在）
・特定教育・保育施設等が実施する職員給与の改善等の取組に対し、財政
負担を行いました。
　（特定教育・保育施設等の処遇改善等加算Ⅰ　実施率100％）
・岩手県保育士・保育所支援センターにおいて、保育士養成施設や公共職
業安定所等と連携を図りながら、保育所と保育士とのマッチングを行いま
した。
　（マッチング件数：100件）

(1)　仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し
　ア　各種セミナーの開催等により「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活
　　の調和）」の普及啓発に努めます。
　イ　関係機関と連携し、育児休暇や子どもの看護休暇の取得や、学校行事に
　　参加しやすい職場環境づくりに取り組む企業等の拡充を図るとともに、先
　　進的な取組を実施する企業の表彰、認証等を行います。
　ウ　休暇制度や各種手当などの雇用・労働環境の改善について、岩手労働局
　　と連携し、産業関係団体への要望活動や国の各種助成制度等の普及啓発を
　　行います。

若者女性協働
推進室

子ども子育て
支援室

(2)　仕事と子育ての両立のための基盤整備
　　保育所の運営費の一部を負担するとともに、適正な保育が実施されるよう
　必要な指導を行います。また、保育所等の施設整備を計画的に進めていくと
　ともに、認定こども園に対する制度等の情報提供などにより、施設整備また
　は既存施設の認定こども園への円滑な移行を支援します。
　　また、３歳未満の待機児童を解消するため、小規模保育事業をはじめとす
　る地域型保育事業の活用を促進します。
　　保育士の確保については、処遇改善など労働環境の整備を支援するととも
　に、潜在保育士の再就職等を支援する保育士・保育所支援センターや保育士
　修学資金貸付等により、人材の確保に努めます。
　　県は放課後児童クラブを始めとする地域子ども・子育て支援事業を支援
　し、地域の実情に応じて実施する子ども・子育て支援の充実を図ります。

・幼児期の学校教育・保育、地域における多様な子ども・子育て支援の量
的拡充と質的改善の推進のため、子ども・子育て支援新制度の実施主体で
ある市町村に対し必要な財政支援等を行いました。
　（施設型給付費等負担金、施設等利用費負担金、施設型給付費等補助
金、地域子ども・子育て支援事業交付金）
・保育所の指導監査を実施しました。
　（各施設年１回）
・認定こども園の県内の設置状況や設置の手続き等について、県のホーム
ページを通じて情報提供を行いました。
・認定こども園の施設整備を支援しました。
　（補助件数：８件）
・特定地域型保育事業は、14市町101か所で実施されました。
　（R4.4.1現在）
・特定教育・保育施設等が実施する職員給与の改善等の取組に対し、財政
負担を行いました。
　（特定教育・保育施設等の処遇改善等加算Ⅰ　実施率100％）
・岩手県保育士・保育所支援センターにおいて、保育士養成施設や公共職
業安定所等と連携を図りながら、保育所と保育士とのマッチングを行いま
した。
　（マッチング件数：100件）
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